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目的 再建･経済再建･生活再建という３つの復興過程がはじめ

て問題となった阪神･淡路大震災において、継続的な調

査を行い、被災者の生活再建過程を明らかにすることが、

被害軽減策(万が一、被害を食い止められずに被害が出
ても、社会や人々が対応することによって、それ以上被

害を大きくさせない対策)を講じるために必要である。
その結果、第二第三の都市巨大災害に備えた、社会シス

テムの整備や社会全体の防災力の向上に貢献することが

可能となる。

１．

（１）研究の背景

1995年１月１７日、阪神･淡路大震災が発生した。未曾

有の都市巨大災害となったこの震災は、構造物への物理

的被害にとどまらず、社会制度、組織･集団、人々の心

身など、社会的心理的側面にわたっても甚大な影響を及

ぼした。この震災からの復興過程において、行政をはじ

めとする災害対応従事者は、社会基盤などの構造物の復

旧だけではなく、被災者自身の生活再建について、長期

的な視野に立って支援をしていかなければならないこと

がわかった。支援を行っていくためには、支援の対象で

ある被災者が長期的にどのような生活再建過程を経てい

くのかを理解し、その各段階において適切な支援をして

いくことが必要である。

しかし「災害によって創出された新たな現実･環境の

中で、被災者が時間経過に伴ってどのような意思決定を

行い、その行動の結果がどのような生活再建･復興に結

びついているのか」という生活再建･復興過程は未だ明

らかになっていない。その一因として、これまでの防災

研究の枠組みでは復興が本格的な研究対象になってこな

かったことがあげられる。地震の活動期に入った２１世

紀のわが国では、今後とも被害抑止限界を超えた都市巨

大災害が起こることが予想される。そのためにも、都市

（２）「震災後の居住地の変化と暮らしの実情に関する

調査」（1999年調査）

上記のような目標のもと、阪神･淡路大震災における

生活再建過程を明らかにするため、京都大学防災研究所

は1999年３月、「震災後の居住地の変化と暮らしの実情

に関する調査」（以下、1999年調査)を実査した。
a）調査概要

1999年調査では、震災被害の甚大な地域における被災

者の意識･行動の実態を広く知るために、調査時点(1999
年３月)での兵庫県内在住者と県外在住者(震災後兵庫県外
へ出た被災者)について無作為抽出を行った。県内在住
者は、兵庫県南部地震震度７地域および都市ガス供給停

止地域を調査地域とし、250地点(町丁目単位)を無作為柚

１



出した。その後、各地点から10名の世帯主を、住民台帳

から確率比例抽出した。ゆえに調査数は2,500世帯(調査
地域内総世帯数741,261世帯の０３％)であった。回収数は
683世帯(回収率273％)、無回答などが多い回答票を除い

た有効回収数は623世帯(有効回収率24.9％)であった。県
外在住者については、その総数を把握することは不可能

なため、県外被災者に送付している広報「ひょうご便

り」の名簿(総数5,866世帯)から、800世帯を無作為抽出
した。この名簿は、行政が把握している県外被災者の中

で、最も大きな母集団を持つものである。以上のような

サンプリングにより、県内被災者については、回答の歪

みが少なく、回答をもとに科学的な根拠の高い定量評価

が可能となった。また、県外被災者についても、その特

徴把握が可能になった。なお本論では、科学的な定量評

価が可能な県内在住者についての分析結果を用いた。

b）調査フレーム･調査項目

青野他')、田中他2)は、阪神･淡路大震災でのエスノグ
ラフイ－調査で、西宮市における被災者の32ケースのイ

ンタビューを解析し、被災後の時間経過に伴って人々の

行動がどのように変化したのか、その変化点はいつなの

かを検討した６その結果、被災者の居住地選択における

対応行動には「被災当日(10時間)」「3～７日後(100時

間)」「1ケ月以降(1000時間)」の3つのタイムフェーズが
存在することが明らかになった。1999年調査では、この

タイムフェーズに準じた形で「10時間(震災当日)」「100

時間(震災後２４日間)」「１０００時間(震災後2ケ月)」「5000
時間(震災後半年)」の4時点を設定し、それぞれの時点に
おける調査対象者の行動･意識を質問していった。

調査項目は大きくわけると、ｌ被害の状況(物理的･経

済的)、２.避難場所と期間、それぞれの規定因、３.家族関
係に関する意識の変化、４.人間関係の変化、５.市民意識

の変化、６.現在のこころとからだの適応度、７.現在の生

活の復興･満足度である。そのうち本論文で議論されて

いる「被災者の場所の移動」「すまいに関する決定」に

ついての分析結果が、木村他3)、林4)よって報告されてい
るので、以下に要約を述べる。

c）被災者の移動

被災者の移動に関しては、被災者が時間経過に伴い、

移動先を次々と変化させることが明らかになった。震災

当日は避難所(車の中･テント等を含む)、次いで震災後2-
4日間は血縁(別居している親･子ども･親せきの家)を利用
していた。その後(震災後2ケ月・半年)は、避難先として
アパート･マンションを借りるか、会社の施設を利用す

る人が多かった。また、避難者全体における割合からみ

ると、震災後半年における仮設住宅利用者は数％程度で

あり、他の移動先と比べて少なかった。

｡）すまいの決定

すまいの決定に関して、「いつすまいについて真剣に

考え、決断を下すために必要な情報を欲しいと思った

か」（住宅の情報ニーズの時期)と、「いつすまいについ
て『こうしよう」と実際の方針を決断したのか」（すま

いの決断の時期)を尋ねた。
住宅の情報ニーズは、全壊全焼、半壊半焼、－部損壊

被災者ともに、震災後1週間までで「すまいの決断を下

すために何かしらの情報を必要とした」と回答した人が、

ほぼ50％に到達することが明らかになった。さらに、震

災後1週間までの情報ニーズを、家屋被害程度別に細か

く見ると、全壊全焼被災者は、震災後２４日間から1週間

表１３つのタイムフェーズ

Ｉ
１０hours １００hour悪 ｌ０００ｈｏｕｍｓ

Ｉ Ⅳ

現実へ

の帰還

Ｉ

矢見当

Ⅱ櫻齢極
最初の夏

（８月）

震災当日

1995.1.17

震災から

2-4日間

地下鉄サリ

ン事件

その時あなたはどこにいましたか？それはなぜですか？

住宅についての情報を必要とし、すまいの方針を決めたのは？

にかけて情報ニーズが高まるのに対し、－部損壊･半壊

半焼被災者は、それよりも早い、震災当日および震災後

２４日間に最も情報ニーズが高かった。

すまいに関する決断をした時期は、無被害以外のどの

家屋被害程度でも、震災後1ヶ月までで50％前後の人が

決断を下していた。中でも全壊全焼被災者は、震災後2‐

4日間～1ケ月で、全体の47.5％の人が決断を下しており、

情報を必要としてから決断を下すまでの期間が、他の被

害程度と比べて非常に短いことがわかった。

（３）「2001年生活復興度調査」（2001年調査)の実施
1999年調査の実査後、その成果と今後に向けての課題

を検討した。その結果、以下の2つの課題が明らかにな

った。１つめは、阪神･淡路大震災からの被災者の復興過

程を継続的に把握し、その定量化を目的とした調査を行

うことの必要性、２つめは、被災者全体の復興過程を把

握できるように、調査としての精度をより高めるような

調査設計に改良する必要性である。

復興過程は今回の震災で初めて注目された課題である。

また長期的に推移する過程のため、震災から7年目を迎

えた2001年時点においても、行政レベルでも個々人のレ

ベルでも未だ復興過程が続いている。

神戸市震災復興本部は1999年、「震災復興総括･検証

研究会」を立ち上げた。これは1995年６月に策定された

「神戸市復興計画」による事業を振り返って検証し、後

半5か年に向けての有効な施策を検討することを目的と

したものである。その中の生活再建部会は、ワークショ

ップを行い、直接、市民に生活再建実感をたずねた。そ

こで得られたカードデータを、生活再建部会がTQM手法

の親和図法･連関図法で体系化し、最終的に生活再建課

題の7要素「すまい」｢つながり」「まち」「そなえ」

にころとからだ」「くらしむき」「行政とのかかわ

り」を抽出した（林5)，田村他6)）。
2001年調査では、この結果をふまえ、各分類における

生活再建過程を明らかにするような質問紙を目指した。

具体的には、1999年調査の「すまい」「つながり」「こ

ころとからだ」の質問項目を生かしながら、７つの要素

がすべて組み込まれるような質問項目を作成した。

２



表22001年調査調査フレーム

1999/３２００１/１

①すまい

どのように移動し情報を欲するのか

②くらしむき

被災者の生計は

③こころとからだ

こころとからだの健康度は

自
助

Ｉ

被災体験

被災生活

Ⅱ

現在の認識

Ⅲ

２１世紀の

ひと･まち歴
璽

共
助
▲
ｌ
Ｉ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
▼
公
助

④つながり

人とのつながる際の価値観とは

⑤まち

まちへの愛着は芽生えたのか

⑥行政とのかかわり

行政とかかわる際の価値観とは

⑦そなえ

将来への災害へのそなえは

LieScale（ホンネ･たてまえ尺度）

さらに2001年調査では、被害甚大地域に加え、神戸市

全体の成人男女から無作為抽出によるパネル調査を行っ
た。パネル調査とは、同一の固定された回答者群に対し

て繰り返し調査を行うことによって、データを収集し解
析しようとする縦断的調査技術の1つである7)。本調査で

は、2001年調査を第１弾とし、その後隔年で、2003年、
2005年の計3回実施される。これにより、個々人の被災
者の時系列変動を把握し、長期的な復興過程を明らかに
することを試みている。

本論文では、2001年調査の中で、特に生活の根幹であ

る「すまい」に関する部分について分析を行った。具体
的には、1.震災後の住居形態の変化と住居移転、２.震災
後の居住地の移動パターン、３.震災後の被災者のすまい

に関する情報ニーズの時期についての分析である。これ
らを明らかにすることで、大規模災害時における人々の

移動状況、移動パターンを検証した。また、その結果と、
1999年調査の結果とを比較することが可能かどうかとい

う調査の比較可能性についても検討した。そして分析可

能なものについては1999年調査結果と比較し、より精度
の高い2001年調査においても1999年調査の結果が確認で

きるかどうか、また、確認できない場合はどのような原
因があるのかを検討した。

復興度各要素と復興度はどんな関係にあるか

図12001年調査調査項目

活復興の全体像を把握し、災害対応策を立案する際の推
定･根拠となることを目的としている。そのため調査地
域は、1999年調査と同様、被害が甚大であった兵庫県南
部地震震度７地域および都市ガス供給停止地域に加え、
新たに神戸市全体を加えた地域とした。調査対象者は、
被災者の全体像を知るために、上記地域在住の成人男女
とした。調査方法は、層化２段抽出法を用いた。まず調
査地域から無作為に330地点を抽出した(1999年調査地
域と重なるところでは前回同様250地点、新たに対象地
域とした西区･北区からは80地点を抽出)。次に各地点
の住民基本台帳から１世帯から１人が抽出されるように、
１０人ずつ確率比例抽出を行った。また男女比をほぼ同じ

にするように、各世帯から抽出される個人を特定した。
以上の結果、3,300人が調査対象者として抽出された(調
査地域内人口2,530,672人の0.13％)。

調査方法は郵送自記入･郵送回収方式、調査期間は、
2001年１月１５日調査票発送開始、２月５日に回収を締
め切った。なお、2001年１月下旬時点で質問紙が回収

されていない全調査対象者に対し、ハガキによる督促状
を送付した。

２．方法

（１）調査の概要

本稿で用いるデータは、2001年１月に京都大学防災研

究所が実施した「2001年生活復興度調査」から得られた
ものである。

調査の目的は「被災地の住民を調査対象者として継続
的な定点観測を行い、被災地の生活復興の実態を明らか

にすることで、今後の災害対策や復興対策に役立てる」

である。以上の様な目的のもと、Ｌ調査対象者、２.調査

フレーム、３.調査項目が設定されている。以下に、それ

ぞれについての特徴を述べていく。

（３）調査フレーム

2001年調査の調査フレームは、表２に示すとおりで

ある。2001年調査はパネル調査であるので、現時点で
の調査対象者自身の状況･認識についての質問が中心と

なっている。しかし、被害実態を知る質問については、
震災時の状況を想起しながら回答してもらった。また、
居住地の変化やすまいに関する情報ニーズの質問につい
ては、表１の1999年調査のタイムフェーズに基づいて
回答してもらった。（２）調査対象者

本調査は、被災地全体における被災者･被災世帯の生

３

=Z〉
生活再建

7要素

↓

復興過程

との関係



その理由は2つある。第１に、兵庫県の個人情報保護条例
の制約があり、1999年の回答者に直接再度調査を継続す
る事は許されないという調査の制約による。また第２の
理由は1999年調査の調査手法の欠点を是正し、2001年調
査で調査としての精度をより高めるために調査設計を－
部変更したからである。こうした2つの制約条件がある
なかで、2001年調査の結果を1999年調査と比較し、そこ
に時系列的な変化を見出せるまでに、結果が比較可能か
どうかについて、以下に検討する。

一般的に、２つの調査を比較する時、同じ母集団から
同じ方法で抽出した標本対象に同一の項目を用いて測定
することではじめてその結果は比較可能であるといえる。
そのため第１に、調査結果を比較する大前提として、２

つの調査の基本設計の同一性を確認しなければならない。
第２に、２回目の調査に際して行った調査設計変更が、デ
ータにどのような影響を及ぼしているかを明確にしなけ
ればならない。つまり変更が期待通りに問題点を前提に
していることを示すとともに、被災者の行動やその後の
対応には本質的に差異がみられないことを証明する必要
がある。この2点を明示した場合に限り、２回の調査結果
を比較し、その続時的な変化が意味をもつと言える。
本論文では以下の様にして、調査の比較可能性の検討
を行った（図2)。最初に母集団･標本抽出の同一性につい
て考察し、次に2001年調査で実施した調査対象者及び調
査対象地域の違いによる影響について考察した。
ａ）調査基本設計の同一性
母集団の同一性

1999年調査、2001年調査ともに、母集団は阪神･淡路
大震災の被災者であり、被災者は「被災生活を体験した
人」と定義した。しかし実際に質問紙を見ていく上で、
被災生活をどう定義し、被災者と被災者でない人を区別
するのかについて、厳密に境界線を引く事は不可能であ
る。そこで、震災時に兵庫県内に在住し、現在も調査対
象地域に在住している人を被災者と定義し、それ以外の
質問票は無効とすることにした。2001年調査では、全回
収票から記入漏れ票などを除いた1250票のうち、４７票が
震災時に兵庫県外に在住していたため、これを除外し、
有効回答数を1203票として分析を行った(なお1999年調
査も同様の処理を行った。その結果、ｌ目的(2)a)で述べ
たように623票で分析を行った）。
標本抽出の同一性

標本抽出法は、両調査とも層化2段無作為抽出法を用
いた。まず、調査対象地域から無作為に地点を抽出し、
さらに各地点10人ずつ住民基本台帳から確率比例抽出を
行った。また調査対象地域に北区･西区を加えたことで、
抽出地点数も増加させた。1999年調査では、250地点か
ら2500人を抽出したが、2001年調査では、新たに加えた

北区･西区から80地点を抽出し、計330地点から3300人を
抽出した。この結果、サンプル数が増大し、割合をまと
めたり検定をかける際の信頼性の増加が期待される。
同じ定義をされている母集団から、同じ抽出方法で、
ランダムサンプリングが独立して２回行われていたこと

から、１つめの被災体験の等質性において、２つの調査は
同質であるということができる。

b）2001年調査で行った設計変更の影響の推定
調査対象者の違い

1999年調査では世帯主を調査対象者とした。これは、
世帯の移動･すまいの決定を知るために、世帯における
意思決定者である世帯主を調査対象者としたためである。
しかしその結果、回答者全体の中で、男性が約8割、４０．

図２１９９９年調査と2001年調査の特徴の異同

（４）調査項目

調査項目については、Ｌ目的(3)で述べたように、７つ

の生活再建の要素が明らかになるように作成された(図１
参照)。最終的にそれぞれの項目がどう関係しているの
か、また復興度を測る質問項目とどのような関係にある
のかについて明らかにすることを試みた。

また、調査の信頼性を向上させるために、質問項目の
中にLieScaleを導入した。具体的には、回答の信頼性・
内的妥当性を測るために、世界で最も広く利用されてい
るパーソナリティ･テストであるＭＭＰI(ミネソタ多面人
格目録)から、調査対象者の応答の妥当性(調査対象者が
本音で回答しているか)を測るLieScale項目を採用した。
これにより、回答者がどのような項目で社会的に望まし
いとされる「たてまえ」を回答しているのかを推定する
ことが可能になる。そのため、調査結果の解釈がより実
際に即したものになることが期待できる。

‘

3．結果および考察

（１）調査状況

回答総数は1389票(回答率421％)であった。次に、回
答票から、白紙、未記入･誤記入多、年齢･住所未記入票
を除外した。また吹節(2)a)で述べるように、1999年調
査･2001年調査では、被災者を「震災時兵庫県内在住
者」と定義しているため、震災時に兵庫県外にいた人も
分析対象から外した。最終的に、有効回答数は1203票
(有効回答率36.5％)となった。

（２）1999年調査と2001年調査の特徴

2001年調査は1999年調査と同様、阪神･淡路大震災か
らの被災者の復興過程を継続的に把握し、その定量化を
目的とした研究活動の一環として実施している。しかし
この2回の調査結果を単純に比較することはできない。

４

計
量
墨
オ
計
司

測
度

同
測度

1999年調杏

鯛査地域：

震度７および

都市ガス供給

停止地域

調査対象者：

世帯主

2001年調杏

調査地域：

左記地域十

神戸市西区.
￣

北区

調査対象者：

成人男女̄

震災時に兵庫県内に在住し、現在も調査対象地域に在住
（「被災者＝被災生活を体験した人」と定義）



50代が約5割になり、女性や若年層が少なく、これらの

被災者像を十分反映しているとは言いがたかった。そこ

で2001年調査では、被災者全体の復興過程･復興度を知

るため、標本抽出時点において各世帯から抽出される個

人を特定した。その結果、標本の男女比がほぼ同じにな

った。

調査対象地域の違い

1999年調査では、震災被害の甚大な地域における被災

者像を知りたかったため、調査対象地域を「兵庫県南部

地震震度7地域および都市ガス供給停止地域」とした。

しかし2001年調査では、調査対象地域に入っていなかっ

た北区･西区に流入した人々の復興過程も併せて知るこ

とが、神戸全体の生活復興状況を知ることになるという

考えから、この2つの地域を新たに調査対象地域に加え

た。このことによって、1999年調査と2001年調査の共通

する地域では調査対象者の被害程度は変らず、2001年調

査で新たに追加された北区･西区では、被害が従来の調

査対象地域に比べ、比較的軽微であったため、全体とし

ては2001年調査の方が1999年調査よりも、家屋被害なし

世帯の割合が増加することが考えられる。

■2001年調査(､=1203)□1999年調査(､=623）
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Ｕ（３）1999年調査と2001年調査の等質性の検定

前節では、1999年調査と2001年調査の特徴の異同につ

いて考察し、被災体験は同質であるが、調査対象者全体

における個人属性･家屋被害程度には違いがあることが

わかった。本節では、このような設計の変更がはたして

統計的に確認できるのかについて検討を行い、1999年調

査結果と2001年調査結果について、最終的にどのような

比較･分析が可能かを明らかにした。

a）個人属性の違い

性別で見ると、図3(1)で示すように、成人男女を調査
対象とした2001年調査では、男性463％、女性53.7％で

あるのに対し、世帯主を対象とした1999年調査では、男

性82％、女性18％で、構成比には有意な差がみられた

(Ｘ２(1)=2151,ｐ<０１)。2001年調査のサンプリング抽出を
行った平成'2年'１月１日現在の兵庫県推計人口8)による
と、調査対象地域における男女比は、およそ４８１：５１９

であり、この比と2001年調査における回答者の男女比に

おいては有意な差が見られなかった(Ｘ２(1)=1.58,,s.)。
このことから、性別の点からみると、2001年調査におけ

る男女比は調査対象地域の男女比を忠実に再現している

ことがわかり、被災者全体を見るための設計変更が成功

していることがわかった。

年代でみると、図3(2)で示すように、2001年調査と
1999年調査にはその構成比に有意な差が見られた

(九2(5)=3164,ｐ<０１)。しかし、若年層である20代を除い
て母比率の差の検定を行ったところ、有意な差は見られ

なかった(Ｘ２(4)=4.44,,.s.)。これは20代の対象者が有意
に増加したことを示唆しており、年代で1999年調査と

2001年調査を比較することで、より幅広い年齢層を検討

していることがいえる。

b）被害程度の違い

家屋被害の構成比の差を見ると(図3(3))、調査設計の

変更で述べたように、1999年調査よりも2001年調査の方

が、被害なし世帯の割合が増えた(138％→185％)。しか

し、全体における比率の差でみると、家屋被害程度の構

成比には有意な差はみられなかった(x2(3)=7.00,,s.)。
c）全体のまとめ

1999年調査と２００１年調査における比較可能性について

６０代７０代以上４０代 ５０代２０代 ３０代

(2)年代
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全壊全焼半壊半焼一部損壊被害なし

(3)家屋被害

図31999年調査と2001年調査の比較

の検討をまとめると、被災者属性の観点から見ると、性

別･年代においてよりゆがみが少なく、一般化が可能な

データになったことが確認された．

しかし、被災者属性は変わったものの、すまいの移動

を発動させるような前提条件としての家屋被害に差が見

られなかったことから、世帯の行動に関する質問項目

(居住地の移動やすまいに関する情報ニーズなど)におい
ては両調査の等質性が高く、双方の調査結果を比較･分

析することが可能であると結論づけることができる。

（４）住居形態の変化･住居移転

本節では、まず、震災によって被災者がどのような住

居形態に移りかわったのかについて、1999年調査の結果

と比較しながら考察した。次に住居を変更した被災者に

５

■■■■■



ついて、どのような場所の被災者がどのような場所に移

転しているのかについて明らかにした。

a）住居形態の変化

住居形態の変化(表3)については、震災時よりも分譲集
合住宅や持地持家の比率が高まったのに対し、借家や借

地持家、民間賃貸集合住宅、社宅の率は低くなった。こ

れを1999年調査と比較すると、1999年調査では民間賃貸

集合住宅の率が高くなったのに対し、2001年調査では逆

に減少し、1999年調査では変化のなかった分譲集合住宅

の率が増加した。これは、神戸の分譲マンションの価格

がこの2年間で下落したために、被災者がこの2年間で賃

貸から分譲集合住宅へ移っていることが考えられる。

2001年調査について、震災時と現在の住居構造の変化

をみると、震災時に待地持家･分譲集合住宅だった人は、

震災後も同じ住居形態である人が約9割であった。一方、

震災時に民間賃貸集合住宅(n=110)だった人は、住居を

変えた人(､=68)の内、３０９％が分譲マンション、２８％が持
地持家に移り、別の民間賃貸集合住宅に移った人

(162％)の率を上回った。また、震災時に借家だった人

(､=66)も、住居を変えた人(､=48)の39.6％が持地持家に移
っているなど、どの住居構造においても住居形態の持地

持家化がみられた。ただし、震災時に社宅だった人

(､=45)の住居形態の変化は少し異なっていた。その後住
居を変えた人(､=30)の中で、３３３％が分譲マンション、
26.7％が持地持家に移っている以外に、23.4％が別の社

宅に移っていた。この傾向は他の住居形態ではみられず、

社宅の人は、住居移転の際に別の社宅に移るという選択

肢も持っていることが明らかになった。

また2001年調査について、住居構造の変化についてみ

ると、連棟式（6.5％→3.9％）や文化住宅（２０％→

０９％）が減少するなど、家屋の近代化が見られた。

b）住居移転

震災時と現在における住居移転(表4)について、住居を
移転した人は、回答者全体の253％であった。地域でみ

ると、住居を変えた人の割合が大きかったのは、中央区

(545％)、伊丹市･尼崎市(429％)、芦屋市(413％)、長田
区(36.9％)であった。また、増減において、移転先とし
て最も多かったのは西区(移転者の7.6％)、次いで西宮市

(移転者の6.7％)であった(ただし、表4の明石市以下は全
域が調査対象地域とはならなかったため、特に被害の甚

大な地区における住居移転を示している)。
しかし、移転の特徴としてあげられるものは、移転す

る際も同一地域内へ移転する(地域的には動かない)人が

多いことである。特に、西宮市(移転者の内の86％が同じ

西宮市に移転)、芦屋市(移転者の内84.2％が同じ芦屋市
に移転)では、移転後も同一地域内に移転する人が大半
であった。全体的にみても、各地域とも移転者の半数程

度は同一地域内へ移転していた。また、他地域への移転

について見ても、震災前は明石市から震災後は西区(明

石市移転者の17.9％)、震災前伊丹市･尼崎市から震災後

は西宮市(伊丹市･尼崎市移転者の114％)など、他地域に
転居する場合でも、近接地域に転居する被災者が多いの

が特徴的であった。

表３住居形態の変化

1999年調査
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2001年調査(､=1203)，1999年調査(n=623）

表４震災後の住居移転
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（５）すまいの移動

すまいの移動については、Ｌ目的(2)c)で述べたように、
1999年調査では被災者が時間経過に伴い移動先を次々と

変化させることが明らかになった。この移動先の変化が、

調査精度を高めた2001年調査においても再現されるかど

注:左3つは実数人)､右3つ|識

移転した人:HEx当時I=その11ﾘgiIこいた人の中で､住居を移転した人の割合(りり

同地域移転:震災当時にその地團Uこいた人己同じ地域内'二移転した人の割合(9０

同地j域移転の割合:住居移転した人〈100%)の中-司司地域に移廠した人の割合(90
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図４１９９９年調査と２００１年調査における被災者の移動
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うかについて考察した。

a）時間経過に伴う避難(仮住まい)状況の変化
図4が、2001年調査と1999年調査における被災者の移

動のグラフである(上が2001年、下が1999年)。なお図中
のⅣにおいて、2001年調査では「震災後数年」の仮住ま
いとした。さらに時間を追った仮住まいの形態について
知りたかったからである。

表５被災程度におけるすまい情報の必要性

n９ｉ６Ｒ

まず「各時点における避難(仮住まい)の割合」（図の円
グラフ。左端が10時間(震災当日)で、右に移るにつれて
時間が経過していく）をみると、10時間(震災当日)、１００
時間(震災後２４日間)において、その割合に有意な差はみ
られなかった(10h:Ｘ２(1)=1.71,,.s.，100h:Ｘ２(1)=0.09,,s.)。
しかし1000時間(震災後２ケ月)においては、2001年調査
（仮住まい19.9％)の方が、1999年調査(仮住まい23.6％)よ
りも、仮住まい率が低かった(1000h:Ｘ２(1)=5.27,ｐ<０５)。
これは、2001年調査で新たに対象地域に加わった、被害
程度が低くライフライン復旧が早かった西区(1000hでの
仮住まい４３％)、北区(1000hでの仮住まい２５％)が入って
いることが原因だと考えられる。これは被災地全体にお
ける居住地の変化を見るという点においては、より精度
の高いデータが得られたことが考えられる。
ｂ）各時点における居住場所の移動
次に、具体的にどのような場所を移動したのかについ

て考察する。その結果、震災当日～２４日間は避難所(車
の中･テント等)、その後２４日間からは被災地内外の血縁
（別居している親･子ども･親せきの家)を利用していた。
また、仕事をしている人は、勤務先の施設を利用してい
た。その後、自宅に戻っていく人が多いが、震災から数
年が経過しても、震災当日に避難した人を100％とする
と、避難先としてアパートやマンションを借りる人は
12.8％であった。一方で、避難先として仮設住宅を利用
している人は、震災当日に避難した人の5.1％であった。
この居住地の移り変わりが1999年調査とどのような違

いがあるのかを各時点で検討すると、震災当日･震災後
２－４日間では、避難先の構成比に違いはなかった(10ｈ
％2(5)=9.10,,s.，100h:Ｘ２(11)=14.75,,s.)。ただし震災後
1000hにおいては、被災地内の避難先に違いが見られた
(1000h被災地内：Ｘ２(6)=35.6,ｐ<01,1000h被災地外：
Ｘ２(5)=5.51,,s.)。被災地内でも特に血縁(2001年調査
(155％)，1999年調査(8％))と勤務先の施設(2001年調査
(3.5％),1999年調査(14.2％))において差が見られた。この
理由を2つの調査の調査対象者の違いから考察する。
血縁については、男女比率を是正した2001年調査では、

15.5％のうち女性が9.5％男性が6％と、女性が血縁先に移
動するケースが多かった。勤務先の施設については、世
帯主を調査対象者として世帯主の移動を追跡した1999年
調査では、１４２％のうち11.1％(約8割)は、１０hや100hでは
避難をせずに自宅にいて、その後勤務先の施設に移動し
た人々であった(2001年調査では3.5％中の2％)。これは、
直接的に震災が原因で勤務先の施設に避難しているわけ
ではないことが考えられる。２.方法(2)、３.結果(2)b)や
(3)a)c)で述べたように、世帯主の被災像を明らかにする
1999年調査よりも、被災者や被災世帯の被災像を明らか
にする2001年調査の方が、災害対応策を立案する際の推
定･根拠となるような被災者や被災世帯の全体像を知る
という意味において、より精度の高い結果であることが
考えられる。

以上をまとめると、時間経過に伴う被災者の移動につ
いて、1999年調査とほぼ同じ結果となることが確認され
た。また、1000hの被災地内の移動先など、被災地･被災

単位は%､どれくらいの人がそれぞれの住まいの情報を欲したのか

者全体における居住地の移動を見るという意味において
は、より精度の高いデータが得られたことが確認された。

（６）すまいに関する情報ニーズ

すまいに関するどのような情報を、どのような人々が
欲したのか、その情報についてどう評価しているのか、
またいつ欲したのかについて分析を行った。
1999年調査では、１.目的(2)d)で述べたように、人々は

住宅に関する情報について、震災後1週間までに全体の
半数の人が情報を欲し、震災後1ケ月までに全体の半数
がすまいについての決断をしていたことがわかった。し
かし住宅の情報といっても、被害程度や個人属性によっ
て、情報の種類も、情報を欲する時期も違うことが考え
られる。そこで2001年調査では、住宅に関する情報を、
Ｌ「居住可能性」（このまま住みつづけられるか(住宅の
安全性、被災度判定))、２．「修理可能性」（修理ができる
か(住宅の被害程度、解体．建てかえ))、３．「住居移転」
（どこに住もうか(住居移転･転居、公営住宅一時入居･仮
設住宅))、４「お金の算段」（お金の算段･やりくりをど
うしようか(修理費･転居費、税控除、融資など))の4つに
分類し、それぞれに、情報が必要だったか、入手はでき
たか、量は十分だったか、役に立ったか、さらにその情
報を最も必要とした時期について尋ねた。
ａ）すまいに関する情報の必要性

表5は、被災程度別に見た、すまい情報の必要性を表
している。全壊全焼被災者は、４つの情報とも高い必要
性が見られた。また、被害程度が軽くなるに従って、半
壊半焼では、まず住居移転情報の必要性が低くなり、さ
らに－部損壊では、住居移転とお金の算段の情報の必要
性が低くなり、すべての情報ニーズが半数を下回った。
被害なしでは、居住可能性の情報のみ、２０％の人が必要
としていた。

b）すまい情報に対する被災者の評価

図5は、それぞれのすまい情報について、被災者がど
う評価しているのかを表している。どの情報においても
「情報を必要とした」と回答した人のおよそ5～6割が、
その情報について入手できたと回答していた。また、ど
の情報でも、入手できた人の4割前後しか「＋分な量だ
った」と回答していなかった。その一方で、７割前後の
人が「入手できた情報は役に立った」と回答していた。
このことから、行政をはじめとする災害対応従事者の発
信している情報は、情報の内容としては役に立ち有効で
あるが、情報量自体は不足していることがわかった。
c）すまい情報を必要とした時期

次に、すまい情報を必要とした人が、いつその情報を
必要としたのかについて考察した(図6)。居住可能性の情

グ

８



お金の算段住居移転修理可能性居住可能性

情
報
を
必
要
と
し
た
か

必二と±た
４３６月

檸巫 席画否

０６２

必要とした
５０３月 彊詳輝舞魚回答必要ヒルた己
『
巴 寵 ■■■■■■■ｒ
圓
圓

入
手
で
き
た
か

人手でHgた
５２“

》癖

人譲た
入手できた 人手でq■た

、妃

■■■■■■｜■■■Ｉ■■■■ﾛ■■

■回ご

D7H

■回＝

０３月

十分だった

４３２月

＋
分
な
か

十分だった

３９４■ 十艦た十分だった

”２月

癖巫■団写

n頭

biliiiliiiiih蕊|蕊 1ldiiilii＆ilil鱸i；iiillidnilii蕊i；iiijiiiii議騨

一、

竃diillii憲鐘 蕊
ご所露、LH言崖

役
に
立
っ
た
か

１
１
１

没に立たな

】b､た
況画ｒ

９５■

鷹囲毎

Ｗ祠

HME立った
万２■

駒二ｍ上屯

「ゆった
田二立った

００７両■皿＝

０ｍ

曲二ｍ上咄

かつた
、ご立った

７１０■

罰ii壷iiilfiE鑑 壷誌iii藷 §i鐵鱸Iiiii議議iliii蕊壼
図５すまいに関する４種類の情報

㈹
修
復
可
能
性
に
つ
い
て
の
情
報
を

必
要
と
し
た
人
の
割
合

叩
卯
印
加
叩
夘
扣
、
、
旧
０
震

側
居
住
可
能
性
に
つ
い
て
の
情
報
を

必
要
と
し
た
人
の
割
合

０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０

０
９
８
７
６
５
４
３
２
１

１

震災前１０ｈｌＯ２ｈｌＯ３ｈｌＯ４ｈ

時間経過(x=ＩｏｇＨＨ:hours）時間経過(x=ｌｏｇＨＨ:hours）

、
卯
印
沁
印
、
扣
卯
、
旧
ｎ
震

紛
住
居
移
転
に
つ
い
て
の
情
報
を

く

必
要
と
し
た
人
の
割
合

叩
卯
印
加
、
、
扣
夘
、
巾
０
震

伽
の
金
の
算
段
に
つ
い
て
の
情
報
を

必
要
と
し
た
人
の
割
合

ＯｈｌＯ２ｈｌＯ３ｈｌＯ４ｈ

時間経過(x=ｌｏｇＨＨ:hours）

災前104ｈ102ｈ 103ｈ災前 １０ｈ

時間経過(x=ｌｏｇＨＨ:hours）

図６すまいに関する４種類の情報ニーズの時期

９

印

I■■■Ｉ■■■￣

鴎

蹄 １０ｈｌＯ２ｈｌＯ３ｈｌＯ４ｈ

居

■

-－

■

Ｌ

■

巴

￣全壊全焼OrI=111）

－＋－半壊半焼ｈ=170）

－台一一部損壊01=230）

〆ﾌﾟﾛ爵ヨ

/Z3r

B胃二戸･刈咽甲F丁１超

〆ﾝ'／
隈

■Ｔ

‘

ﾉﾛﾘﾄﾞ鼻
／ＺＰ

／Ｚﾀﾞ鋲…

､鰯:菌:息b感~… ﾛﾛ1

￣←全壊全焼01=129）

－◆－－－半壊半焼6,=180）

＊ 部損壊仇=２51）

□－■－－被害無しh=45）

■

望

/昼慮雷
■"

ﾝ亥少

▽

F目司F雪，
■－■

〆

Z区
毎#･ａ

｣ﾘﾘﾄﾞ『
/多蚕；

､二2乞穰…
塗琴３F~

暉忽｡｡『 nｌｂ、

‐’
￣全壊全焼(､=134）

￣半壊半焼(､=58）

－百か－－部損壊(､=42）

■戸一万＝壬盆

｜＿／ｆ毎
|’万
ノノ写

Ｐﾉﾌﾟﾉ'１
」〆，′

’F'Ｌ,,繧礪鰯‘．
ｸﾞﾗｸﾞ〆．

二缶 グーー翻幽／
ｮ■鐸啄房…』ﾄﾞ?~~嶬一

夛乏＝
２’

′'。
△Ｚ/‘
〃

－.二Ｆ
＿圃昌=:ﾆｵ!冒震二一~了 Ｌ■



表６情報を欲した時間（各層の中央値） などによって、被災者がこの2年間で賃貸から分譲集合
住宅へと移っていることがわかった。住居移転について
は、移転する人の半数以上が、同一地域内へ移転するか、
もしくは他地域に移転しても近接地域へ移転することが
明らかになった。

すまいの移動について見ると、1999年調査とほぼ同じ
移動形態であることが確認された。震災当日～２４日間
は避難所(車の中･テント等)、その後２４日間からは被災
地内外の血縁(別居している親･子ども･親せきの家)を利
用していた。また、仕事をしている人は、震災当日から

｣･弧

震災後2-4日間において勤務先の施設を利用していた。
その後、自宅に戻っていく人が多いが、震災から数年が
経過しても、震災当日に避難した人を100％とすると、
避難先としてアパートやマンションを借りる人は128％
であった。一方で、避難先として仮設住宅を利用してい
る人は、震災当日に避難した人の5.1％であった。
すまいに関する情報については、被災程度によって欲
している情報が異なることがわかった。また、それぞれ
の情報について、被災者は「＋分な量ではないが、入手
できた情報は役に立った」と、情報の量的側面では不満
があるものの、質的側面においては評価していることが
わかった。

すまいの情報を必要とした時期で見ると、全壊全焼世
帯が、お金の算段以外の3つの情報を、震災後5-6日目と
いう早い段階で同時に欲しているのがわかった。世代で
みると、６０代以上の高齢者が、全壊全焼世帯と同じ時期
で同じ情報を欲していることがわかった。このことから、
行政をはじめとする災害対応従事者は、すまいに関する
情報発信には、高被害層と高齢者層という２つの層に向
かって、早い段階で十分な量の情報を発信する必要性が
あるといえよう。

ＵＵ･ｈＩ

Epl如爵i乱各層の中央値力W灘を欲し畑調

報は被害程度にかかわらず震災後1週間で全体の50％の
人が情報を欲していた。また、修復可能性とお金の算段
については、（被害なし以外の)被災程度にかかわらず情
報の欲しかたは同じであった。修復可能性については震
災後1～2週間で、お金の算段については震災後1ケ月で、
全体の半数の人が情報を欲していた。しかし、住居移転
に関しては、100hまでは全壊全焼と半壊半焼の被災者の
情報ニーズが高いが、震災後1週間を超えると、全壊全
焼被災者の情報ニーズが急激に高まった。また、－部損
壊被災者は、震災後1ヶ月から半年において、住居移転
に関する情報ニーズが高まることがわかった。
また、被害程度･年代によって情報を欲する時期がど

のように違うのかを知るために、各層の情報ニーズが
50％に到達する時間を調べた(表6)。その結果、被害程度
では全壊全焼が、お金の算段以外の3つの情報を、震災
後5-6日目という早い段階で同時に欲しているのがわか
った。また、世代で見ると、６０代以上が、全壊全焼世帯
とほぼ同じ時期で同じ情報を欲しているのがわかった。
しかし、家屋被害程度と世代に有意差がない(X2(6)=431,
,s.)ことを考えると、すまいに関する情報ニーズが早い
層として、全壊全焼層と高齢者層の2つの層が存在する
ことが考えられる。

行政をはじめとする災害対応従事者は、今後の災害時
において、応急危険度判定のような居住可能性について
の情報は、被害程度･年代にかかわりなく、全員に向け
て発信する必要性があり、また他の情報については高被
害層と高齢者層の2つの層について、早い段階で十分な
量の情報を発信する必要性があることがわかった。

〃
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４．結論

本論では、2001年京大防災研復興調査報告(2001年調
査)について、主に以下の4点について分析･考察を行っ
た。１つめは、2001年調査と1999年調査とを比較し、双
方の調査結果が比較可能かどうかについて考察した。そ
の結果、2001年調査で行った設計変更の影響は、個人属
性(性別･年代)こそ1999年調査と異なるものの、すまいの
移動を発動させるような条件付与としての家屋被害程度
には差がみられなかった。このことから世帯の行動に関

する質問項目(居住地の移動やすまいの情報ニーズなど）
においては両調査の等質性が高く、調査結果の比較･分
析が可能であると結論した。

次に、住居形態の変化･住居移転について見ると、住
居形態では、震災時よりも分譲集合住宅や持地持家の比
率が高まり、特に、神戸の分譲マンションの価格の下落 (原稿受付２００１６．８）
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はじめに１

（１）研究の背景

1995年１月１７日に発生した兵庫県南部地震は未曾有の

大災害をもたらした。この大都市直下型の巨大地震は、

住宅や街の構造物への直接被害だけでなく、社会制度や

組織に間接的な被害を引き起こし、人々の生活に大きな

被害を及ぼした。その間接的被害の影響は長期にわたり、

社会的基盤の復旧が成し遂げられた後も、市民の生活復

興には多くの時間が費やされてきた。

震災から５年目を迎えるにあたって、神戸市震災復興

本部は、「震災復興総括・検証研究会」の生活再建部会

（以下「研究会」と略）を設置し、それまでの復興の試

みを「草の根」検証した'）。「草の根」とは市民による

市民のための生活復興検証である。１９９９年７月１９日か

ら８月２２日までの間に神戸市内で１２回のワークショッ

プを行い、市民に直接生活再建実感をたずねた。そこで

得られた1,623枚のカードデータを研究会が親和図法・

連関図法で体系化し、最終的に生活再建課題の７要素、

「すまい、人と人とのつながり、まち、そなえ、こころ

とからだ、くらしむき、行政とのかかわり」を抽出した。

その結果において注目すべきは、被災者として当然関心

の高い「すまい」に関するカードデータに続いて、「人

と人のつながり」のカードが、カード枚数で２位を占め

たことである（図１）。

ここで明らかになったことは、市民の生活復興を問う

とき、定量的に表現することが可能な、例えば「町の建

物が何割復興したのか」「地域経済が何％復興した」

「住宅の再建が何軒すんだ」といったマクロな指標より

も、被災者の認識そのものを扱う、もっとミクロな指標

によって復興をとらえることの大切さであった。それは

「市民同士のつながり方」「新しいまちへの愛着」「将

来の災害へのそなえ」「個人のこころとからだの健康」

「日々のくらしむき」「行政とのかかわり方」であった。

行政の示す被災地の復興指標は前者であり、被災者の感

じる後者の復興感とずれがあるため、「８割復興」に代

表される人々の復興感との矛盾が存在していると考えら

れる。このことは物理的・絶対的尺度上の復興度を測る

事だけでは十分ではなく、人びとの心理的な復興感に基

叩
印
加
卯
叩
印
叩
釦
ｍ
ｍ
０

５
４
４
３
３
２
２
１
１ Il1W1凧 ￣

鰯二二鱗髄
1１



づいた指標を整備する必要性を示唆している。

市民の生活復興感を測ろうとするとき、個々人の実際

の行動やふるまい、社会におかれた状況で測ろうとして

も、それらは個人の属性、社会的地位、震災前からの社

会における脆弱度によって支配され、同じものさしで測

る事はむつかしい。ならば、人びとの行動や態度を決定

する元となる「価値（basicvalue）」を測ることがで

きれば、さまざまな人びとの態度や行動を測る際に説明

力が高く、なおかつ応用力も高いものさしを持つことに
なる。

表12001年調査の質問項目の概要

１すまい

２つながり

３まち

４そなえ

５こころとからだ

６くらしむき

７行政とのかかわり

現状の受容度は？

人とつながる際の価値観とは？

まちへの愛着は？

将来の災害へのそなえは？

こころとからだの健康度は？

被災者の生計は？

行政とかかわる際の価値観とは？

（２）研究の目的

本研究では、神戸市の復興検証の際に見出された生活

再建課題７要素の復興度が、市民の生活復興感を測る定

量的な指標となりうるかを大規模社会調査のデータから

検証する。具体的には、生活復興感の尺度づくりと生活

再建７要素との関連性の検討を行う(表１)。

表２生活復興感尺度を構成する質問項目の因子

分析の結果

因子負荷丘共通性

問２９匹災前と比べてilRえましたか?減りましたか？

１仕事の丑は？

２忙し〈活】l柏切tR生活は？

３生き力q,港感じる事ま？

４まわりの人とのつきあいは？

５日常生活を楽しく送る事は？

６自分CD将来を明るいと日駆る引ま？

７元気ではつらつとしてし馬車は？

問３２あなたの満足度は？

１毎日のくらｕこ

２ご自分の1hk庫に

３今の人IH1関係に

４今の家計の状態に

５今の家庭生》召こ

６ご自分の仕事に

問４１－年後のあなたは？

今より生活はよくなっていますか？

0158

Q549

q721

q606

q749

Q765

q78
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２．方法

（１）調査の概要

本論のデータは、京都大学防災研究所が実施した

「2001年生活復興度調査」から得たものである。この調

査は、被災地にくらす人々の生活復興の実態を明らかに

し、今後の災害対策や復興対策に役立てる目的で今後隔

年に行われるパネル調査の第一回として実施された。ま

た、この調査は１９９９年に行われた「震災後の居住地の

変化と暮らしの実情に関する調査」に引き続き行われた

調査である。

１９９９年調査の目的は、阪神．淡路大震災を経験した

人々の居住地の変化に代表される、被災後の行動の時系

列的変化を知ることであった。そこで個人が受けた被害

の程度にかかわらず、被災者を震災当時被災地に暮らし

ていた人と定義し調査対象者とした。被災地に関しては、

「兵庫県南部地震震度７および都市ガス供給停止地域」

とした。結果、調査対象地域は、西区．北区を除く神戸

市全域、芦屋市全域、西宮市のほぼ全域（山口町・すみ

れ台・北六甲台を除く）、明石市・宝塚市・川西市．伊

丹市・尼崎市・猪名川町・淡路島の一部となった。２００１

年調査では、１９９９年調査対象地域に新たに神戸市の北

区・西区を加えた。これは２００１年の調査目的が、大震

災の影響を受けた地域に暮らす市民の生活復興度を測る

ことにあったためである。２区を追加したことで、神戸

市全体の市民の復興度を知ることが可能になった。

１９９９年．２００１年の各々の調査目的に応じた調査設計

の変更から、調査対象者の傾向に変化が生じた。１９９９年

調査は、被災直後からの居住地の変化を知るために、調

査対象者を世帯主に限っていた。一方今回の２００１年調

査では、被災者の生活復興度を聞くために調査対象者を

世帯主に限らず広く青年男女に求めた。

４
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０
２

列
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Q510

q314

Q400

q316

M36

qO69

０４５６０２０８

固有値

寄与率(％）

5.221

37.296

（３）生活復興度尺度項目の決定

「震災は新しい現実の創出である」とすると、被災者

の生活復興は震災によって生み出された新しい現実への

適応の程度から推定されると考えられる。現実への適応

度が高いことは相対的に日々の生活が充実していると感

じ、現在の生活に満足感が高く、明るい将来展望をもつ

と予想される。したがって生活復興度を考えたとき、こ

の日々の生活の充実度、現在の生活満足度、明るい将来

展望の３項目に対する肯定的な反応の量によって、測定

可能になると仮説をたてた。表２に示す通り、日々の生

活の充実度に関しては「あなたは現在の生活を震災前の

生活と比べてどのように感じておられますか」の問に続

けて、「仕事の量は」「忙しく活動的な生活を送ること

は」「自分のしていることに生きがいを感じることは」

「まわりの人びとうまくつきあっていくことは」「日常

生活を楽しく送ることは」「自分の将来は明るいと感じ

ることは」「元気ではつらつとしていることは」の７側

面について、それぞれについて「かなり減った－いつも

あった」までの５段階評価を求めた。現在の生活満足度

に関しては、「あなたは現在つぎにあげたことがらにつ

いて、どの程度満足されていますか」の問に続けて「毎

日のくらしに」「ご自分の健康に」「今の人間関係に」

「今の家計の状態に」「今の家庭生活に」「ご自分の仕

事に」の６側面に「たいへん不満である－たいへん満足

している」までの５段階評価を求めた。また明るい将来

（２）調査対象者

兵庫県南部地震震度７および都市ガス供給停止地域、

および神戸市全域の２０歳以上の住民を住民基本台帳か

ら3,300名を層化二段無作為抽出法を用いて抽出した

（調査地域内人口2,530,672人の0.13％）。調査方法は

郵送自記入・郵送回収方式、調査期間は2001年１月１５

日調査票発送開始、２月５日に回収を締め切った。
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なみちばた・路地⑧ほかのまちとは違う独自の雰囲気、

歴史的価値には、⑨震災を後世に伝える「もの」⑩歴史

を感じさせる建物や言い伝え⑪お地蔵さん．小さな祠、

人の営み的価値には、④みんなが気軽に集まれる場所⑤

地域の行事⑦自治会や市民活動を行っているグループ、

とした。

ｄ）そなえ

そなえに関しては２１世紀後半に発生が予測されてい

る南海．東南海地震についてたずねた。京都大学防災研

究所・巨大災害研究センターの地震予想システムによる

震度予想図を載せ、「南海．東南海地震が起きた場合に、

表６のような被害が出るとあなたは思いますか」という

問に対して「可能性が全くない－可能性が非常に高い」

まで５つの選択肢を与えた。

e)こころとからだ

１９９９年調査4）で用いたストレス反応を測る質問項目

と同一のものを用いた．こころとからだの復興を測ると

き、ストレス反応の影響度を測り、そのストレス度の多

寡からこころとからだの健康度を測った（表７）。「あ

なたは、最近１ケ月の間（平成１２年１２月～平成１３年１

月）に、つぎにあげた「こころやからだの状態をどのく

らい体験しましたか。以下のそれぞれの質問を読み、当

てはまる番号に○をつけてください。」として、「気持

ちが落ち着かない」「寂しい気持ちになる」「気分が沈

む」「次々とよくないことを考える」「集中できない」

「何をするのもおっくうだ」「動悸がする」「息切れが

する」「頭痛、頭が重い」「胸がしめつけられるような

痛みがある」「めまいがする」「のどがかわく」’２項目

をあげた。それらについて「まったくない＿いつもあっ

た」の５段階で回答を求めた。

ｆ）くらしむき
被災地の経済は、マクロ経済統計的に見ると震災前の

状態に戻ったとも言われる。しかし、市民の感覚として

は「８割復興」と言われることもまた事実である。その

矛盾はどこからくるのか。その答えを知るために、市民

の家計に対する実感を質問した。この質問項目では、市

井に多く出回っている家計簿の形式を採用し、収入．支

出．預貯金に関して、震災後家計に生じた変化を「増え

た.変わらない.減った」の３選択肢で回答させた（表

8）。田村他5）は、この質問項目の分析から、①家屋被

害が大きくなるほど、収入が減り、支出が増え、預貯金

が減り②住居･家具費、医療費、保険料は家屋被害が大

きいほど増える一方だった③一方、外食費、レジャー費

といった生活のうるおいにかかわる部分は全世帯で極度

に圧縮され④他の支出細目は世帯間のバラツキが目立っ

た、との報告をしている。本研究では、収入、支出、預

貯金の収支バランスと生活復興感との関連を見た。

ｇ）行政とのかかわり

震災が未曾有の大災害であったために、行政だけでは、

社会が期待する役割を十分に担う事ができなかった。そ

れを補完する力として個人の自助や、他者との共助の重

要性を市民が改めて強く認識する機会となった。また

「ボランティア元年」と呼ばれるように数多くのボラン

ティアが被災地内外から駆けつけ、市民の力となった。

このように震災をきっかけとして、公共性負担において

行政ではない担い手の存在を意識する機会を得て、被災

地の市民の間には、新たな行政とのかかわりの視点が定

着したと考えられる。岡本6）は、市民と行政とのかかわ

りを①後見人的国家観②自由主義的国家観③共和主義的
国家観、の３つに整理している。

展望については、「震災後の復興状況や身近な問題につ

いてお聞きします。１年後のあなたを想像してください。

あなたは、今よりも生活がよくなっていると思います

か」の問に続けて「かなりよくなる－かなり悪くなる」

の５段階評価を求めた。

（４）生活再建７要素の指標化

ａ)すまい

木村他2）の「阪神・淡路大震災のすまいの再建パター

ンの再現-2001年京大防災研復興調査報告一」において

物理的な住まいの再建過程については詳細に分析されて

いる。人びとの復興感という観点からは、そうした一連

の過程を被災者がどのように評価しているかを検討する

必要がある。そこで本研究では、被災者がどのような実

感を今の住まいに持っているのかをたずねることにした。

「あなたはこれからもここで、ずっと暮らしていきたい

と思いますか？」という問に続いて「ずっと暮らしてい

きたい」「引っ越したい」の二つの選択肢を与えた（表

3）。

b)つながり

被災地では震災後人と人とのつながりの大切さを示す

価値観として、自律した市民が連帯しあう市民社会の大

切さが強調されてきた。本研究では、こうした価値観を

支持する人を高い市民性を持つ人と定義して、質問項目

を通してその被災者の市民性の定量化を測った。「次の

１，２のうちどちらの考えがよりあなたのお考えに近い

と思われますか」の問に続いて、プリテストから明らか

になった市民性が高い.低い選択肢、連帯性が高い.低

い選択肢をペアにして、計８間与えた。詳しい質問項目

に関しては、表４に示した。

ｃ）まち

現在は人びとの行動範囲が交通機関の発達などで広く

なり、「まち」の範囲を定義する事がむつかしくなって

いるが、被災者の生活復興を考えるとき、身近な生活基

盤を捉えるべきだと考えられる。市民の身近な生活の場

としての「まち」に対して、「まちのイベントへの参

加」「まちのコモンズの認知」の側面から検討を行った

（表5）。

まちのイベントへの参加に関しては、「まちのイベン

ト（お祭り、運動会、盆踊りなど）に参加したことはあ

りますか」「まちのそのようなイベントに、お世話する

立場で参加したことはありますか」「まちの日頃の活動

（高齢者のお世話、青少年育成、防犯防火活動など）に

参加したことはありますか」の問に続いて、「たびたび

参加している」「ときどき参加している」「ほとんど参

加したことはない」の３選択肢を与えた。

まちのコモンズの認知度に関しては、「あなたのまち

にはどのようなものがありますか」の問に続いて、具体

的なまちのコモンズについて「ある、ない、知らない」

の３選択肢を与えた。

まちのコモンズとは、まちにすむ人びとが共有する場

所・モノ・コトとして認識する対象であり、そうした対

象を多く持つことが、そのまちに住んでいてよかったと

の積極的評価につながり、やがてそのまちに愛着をもつ

ことができ、住むに値すると考えるようになる言われて

いる。この要素は様々であるが、簡潔に大別するとａ・風

土的価値ｂ・歴史的価値ｃ､人の営み的価値の３つになる

3）。それぞれの価値について以下に示す具体的なコモン

ズをあげた。風土的価値には、①豊かな緑②愛着のある

公園③あなたが好きだと思うまちなみ⑥立ち話できそう

1３
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後見人的国家観とは、本来市民は誰かに従属しており、

自己統治は本質的に不可能であり、より優れたものたち

による後見が必要との考えである。自由主義的国家観7）
とは、市民個人個人の自由と自律を旨とする考え方であ

り、行政は市民を拘束しがちでよいものではない。共和

主義的国家観とは、公共的なことがらは市民の積極的関
与によって担われるものという考え方である。

「震災以来、市民と行政との関係が注目されるように

なりました。あなたは、どのような市民と行政とのかか

わりあいが良いとお考えですか」の問に対して４つの設

問項目を用意した。それぞれの設問項目に対して、①後
見人的国家観②自由主義的国家観③共和主義的国家観、
に基づく３つの選択肢を用意した（表9）。

ｈ）回答者の本音・たてまえ
調査の信頼性を向上させるために、質問項目の中に

LieScaleを導入した。回答の信頼性･内的妥当性を測る

ために、世界で最も広く利用されているパーソナリテ

ィ・テストであるＭ１（ミネソタ多面人格目録）から、

調査対象者の応答の妥当性（調査対象者が本音で回答し
ているか）を測るLieScale項目を採用した8）。これに
より、回答者がどのような項目で社会的に望ましいとさ

れる「たてまえ」を回答しているのか、あるいは「本音

を回答しているか」の程度を推定することが可能になる。
そのため、調査結果の解釈がより実際に即したものにな

ると期待した。

具体的には、「ここには人間の意識・行動に関する

様々な内容の文章があります。それぞれについて、それ
が自分自身に「あてはまるか」「あてはまらない」かの
どちらかに○をつけてください」という質問に１０項目

の設問を与えた（表10）。

０．５

０

０１２３４５６７８９１０１１１２１３１４

因子

図２生活復興感尺度因子分析固有ihプロット

「２０．３０代」「４０．５０代」「６０歳以上」で有意な差が
見られた。年代が若ければ若いほど、生活復興感が高か
った(F(2,1200)=18.865,ｐ<,01)。家屋被害においては、
「全壊･全焼」「半壊･半焼」「－部損壊」「被害なし」
で有意に差が見られ、被害程度が高ければ高いほど、生
活復興感は低かった(F(3,1199)=3.727,ｐ<､05)。

（３）生活復興感と生活再建７要素との関連性
a）すまい

すまいの復貝は完了した

「ずっとこの場所で暮らしていきたい」と思っている

人が８５％に及び、ほぼ大部分の人が現在のすまいに満足
していた。震災後６年が経過し、被災地に暮らす大部分
の人が、すまいに関しては復興したと考えていることを

示唆する結果であり、生活再建課題７要素のうちすまい
の要因では、現在の市民の生活復興感の高低を説明し、
予測することができないことがわかった
(F(1,1174)=1.965,,.s.）（表11）。
b）つながり

「自律度」「迫帯広」が商い人ほど生活復只感が商い
回答に対して、最適尺度法の等質性分析（HOMALS）で

分析を行い、回答傾向の近い項目をグラフ上にプロット
した結果が、図３である。

次元１（ｘ軸）を連帯軸（和を大切にする－和を大切
にしない）、次元２（ｙ軸）を自律軸（己を大切にしな
い一己を大切にする）と名づけた。すると、第１象限は

連帯性は高いが自律性に乏しい「集団主義」回答群であ
り、「たとえ方便でもうそはいや」「自分で決めた事は
守る」「子どもに誇れる自分がある」「自分がしてほし
くないことは人にもしない」の回答に特徴づけられる。
第２象限は連帯性にも自律性にも乏しい「ひとまかせ」
回答群であり、「近所の人に自分から話しかけたりしな
い」「困り事は誰かが解決してくれる」「苦労は避け
る」「幸運が続いて欲しい」の回答に特徴づけられる。
第３象限は連帯性は低いが自律性が高い「身勝手」回答
群であり、「自分のしたいことが一番」「自分の決めた
事でも守らない」「自分の日頃の行いは子どもに見せた
くない」「うそも方便は許される」の回答によって特徴
づけられる。第４象限は連帯性が高く自律性も高い「和
已共存」回答群で、「困った事はみんなで解決」「苦労
は役に立つ」「自分から近所の人に話しかける」「幸運
に酔ってはだめ」に特徴づけられる。

次元１，２のホマルスの値を尺度値として生活復興感
との関連をみた。それぞれの尺度の値が０及び+のもの
を高連帯性、高自律性、－のものを低連帯性、低自律性
とすると表１１が示すように市民性の自律度が高いほど
生活復興感が高く（F(1,1201)=6.223,ｐ<,05）、また連
帯度が高いほど、生活復興感が高いことが明らかになっ

３．調査結果および考察

（１）調査状況
回答総数は１３８９票（回答率42.1％）であった。回答

総数より、白紙、未記入・誤記入の多いもの、年齢・住
所未記入の１３９票を除外した。さらに震災時に兵庫県外
にいた回答者の４７票を分析対象からはずした。これは
本調査では被災者を「震災時兵庫県内在住者」との定義
づけを行ったことによる。最終的には、有効回答数は
1203票（有効回答率36.5％）となった。

夕

（２）生活復興感尺度
日々の生活の充実度、現在の生活満足度、近未来の生

活の展望の３項目回答に対して因子分析を行った。固有
値の変化に着目し、第１因子は第２因子との固有値の差
が相対的に大きいことが明らかだったので、１４質問項目
は一つの因子に集約されることがわかった（図２）。こ
の因子を生活復興感を測る潜在変数とし、その因子得点
をもって生活復興感尺度とした。この尺度を用いる事で
被災者という母集団の中で「自分の生活が復興している
と思う」「まだまだ復興していないと感じる」といった
相対的復興認識の個人差を明らかにする事が可能になっ
た。

この生活復興感尺度と性別、年代、家屋被害程度の関
係を見るために、一元配置の分散分析を行った。性別に
おいては、表１１の示す通り、男性と女性で有意に差が
あり、女性の方が男性より生活復興感が高かった
（F(1,1201)=10.098,ｐ<､01）。また年代においては、
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表７こころとからだの質問項目表３すまいの質問項目

問１５あなたはこれからもこの場所でずっと暮らしていきたいと思いますか
１引っ越したい２ずつとらしていきたい

｢からだのストにころのスト

レス｣因子レス｣因子共通性

問3Oあなたは最近1ケ月の間につぎに上Ifた状態をどのくらい経験しましたか

１気持ちが落ち着かない 0.3320.824０．７９

２寂しい気持ちになる0.3500.830０．８１

３気分力耽む0.3170.872０．８６

４次々とよくないことを考える0.3910.816０．８２

５集中できない 0.4300.788０．８１

６ｲ砿するのもおっくうだ0.4370.757０．７６

７劃H季力ける0.8410.364０．８４

８息切れ力ける０８６０0.338０．８５

９頭痛､頭が劃1 0.7650.403０．７５

１０胸がしめつけられるような08390.342０．８２

痛みがある

１１めまい力ける0.8170.365０．８０

１２のどがかわく0.7590.395０．７３

表４つながりの質問項目

問３４次の１，２のうちどちらがよりあなたのお考えに近いですか

①うそも方便と言われていますが、
１たとえ方便でも人にうそをつくのはいやだ

２必要であれば､方便としてうそも許されると思う

②しあわせなことが立て続けに起こると
１ずつとこの幸運が続いて欲しいと思う

２この幸運に酔ってはいけないと、こころを引き締める

③日頃の行いについて
１いつ子どもに見られても誇れる自分がある

２私の日頃の行いは、できれば子どもに見せたくない

④わたしは
１自分がしてほしくないことは､他人にもしない

２他人がどういおうと、自分のしたい事が一番だ

⑤地域のみんなが困っている事がある時．
１みんながこまっていることなら、みんなで考えることで

解決の糸ロが見えると思う

２みんながこまっていることでも、誰かがうまく解決してくれると思う

⑥自分で決めたことについて
１自分で決めたことは､最後まで守る方だ

２自分で決めた事でも守らないことがよくある

⑦ご近所どうしで
１用事があっても近所の人には自分から話しかけたりはしない方だ

２用事があれば､近所の人にも、自分からきっかけを作って

話しかけるぼうだ

⑧苦労について
１苦労は、将来役に立つ試練と考える

２苦労は､なるべく避けて通る

固有値

寄与率(％）

1.20

10.02

8.44

70.34

表８行政とのかかわりの質問項目

問４４あなたは､どのような市民と行政とのかかわりが良いとお考えですか
①ゴミ出しのルールについて

１行政がもっと指導して欲しい

２ルールを守るか否かは､各自の自覚にまかせるべきだ

３ルールが守られるように､当番を決めて立会人をおくべきだ

②地域活動(自治会活動､婦人会活動)について
１地域活動'二参加する､Ｕｔ風,１は､本人の自由だ

２行政の支援や指導力噸ﾅれぱ､続かない

３そこに住む人々の基本的ｾﾛ稜\劉三

③大災害の時に､市民の命を守るのは
１それぞれの努力だ

２みんなの助け合いだ

３行政の仕事だ

④まちづくりについて
１自分の住むまちの将来を決める主役は､自分たちだ

２いいまちだからすんでいるので､悪くなれば出て行くだけだ

３まちづくりには､行政の指導力匂尽可欠だ

表５まちの質問項目

問３７①まちのイペント(お祭り､運動会､盆踊りなど)に参加したことは
ありますか

②まちのそのようなイペントに､お世話する立場で参加した事は
ありますか

プ

③まちの日頃の活動(高齢者のお世話､青少年育成､防犯防火
活動など)に参加した事はありますか64

問３９あなたのまちには、次のようなものがありますか。
１豊かな緑

２愛着のある公園

３あなたが好きだと思うまちなみ

４みんなが気軽に集まれる場所

５地域の行事

６立ち話ができそうなみちぱた･路地

７自治会や市民活動を行っているグループ

８ほかのまちとは述う独自の雰囲気

９震災を後世に伝える｢もの」

１０歴史を感じさせる建物や言い伝え

１１お地蔵さん･小さな祠(ほこら）

表９くらしむきの質問項目

問２４家計のやりくりにはH【災後どのような変化がありましたか
１収入（①増えた②変わら机､③減った）

２支出（①増えた②変わらない③減った）

３預貯（D19えた②ZEわらない③減った）

表１０社会的望ましさの質問項目

因子負荷量共通性

問４６あなた自身が｢あてはまる｣か｢あてIままらなしＩか｣のどちらかに

Ｏをつけてください

１体の調子がよくないと気むずかし〈0.574ｑ３２９

なること力､ある

２知っている人全部が好きではない0.585０３４２

３ｔjう一度､こどもl或刈社’ 0.494ｑ244

４家の人たちとめったIこけんかＵＬｋい0.241ｑＯ５８

５自分の立場を進んでひとにわからせﾌﾟｺﾞ 0.491ｑ241

６いつ劃まんとうのことを言うとはかぎらない 0.620０３８５

７批評さ;hたり小言を言わhﾉると腹力泣つｏ､682０４６５

８人に失望するときが多い0.605ｑ366

９その日のうちl=すべきことを翌日まで0.543U29KI

のばすことがある

１０時々腹を立てる0.714ｑ510

表６そなえの質問項目

問４７南海･;毎百海地HEb漣きﾌﾞｺﾞi3劃二､以下のような被害力咄ると思いますか。

１あ飼苣やあ】㈲との身近な誰かが亡くなったり､ＮＨ勅泌要な0.811

ほどの病気･'丙Ijをする

２あたけとのお住まＷb《住めなくなるほどの大きな被害がでる0.841

３あなたやご家族の､収入や財囲二大きな被害力咄る0.873

４５､だんの生活が戻ってくるまで(長い時間がかかる0.857

５あ吃灯とのまちの建物･施設b《､広箇函にわたって大きな0.866

被害9を受ける

６人びとのつなが'Jや､つき狐､に大きな変化を受ける０８１２
固有値

寄与率(％）

3.235

32348

４２７固有値

１５



た（F(1,1201)=32.427,ｐ<,01）（表11）。

c)まち

地城のイベントにたびたび参加し、まちの価値の認識

度の商い人は、生活復興忠が高い

地域のイベントへの参加では、最適尺度法の等質性分

析（HOMALS）で分析を行った。その結果、２次元が抽出

された。次元１は「たびたび参加している」「ほとんど

参加していない」の軸であり、次元２は「たびたび参加

している．ほとんど参加していない－ときどき参加して

いる」の軸であった。次元２は質問項目に対しての「断

定的態度一態度の保留」という反応バイアスの軸であり、

地域活動への参加の回答傾向を知るために次元１の値を

「まちのイベント活動への参加度」として用いた。まち

のイベント活動への参加度と生活復興感の関連を見ると、

地域のイベントに度々参加してる人は生活復興感が高い

ことがわかった（F(1,1201)=17.049,ｐ<､01）（表１１）。

まちの価値の認識度に関して、最適尺度法の等質性分

析（HOMALS）で分析を行った。その結果、２次元が抽出

された。次元１は「ない．ある－知らない」」の軸であ

り、次元２は「知らない・ない－ある」の軸であった。

次元１は質問項目に対しての「断定的態度一態度の保

留」という反応バイアスの軸であり、まちの価値の評価

の回答傾向を知るためには次元２の値を「まちの価値の

認識度」として用いた。「まちの価値の認識度」を中央

値で高低に分け、生活復興感と比較すると、まちの価値

の認識度が高い人ほど、生活復興感が高い傾向にあった

（F(1,1201)=36.773,ｐ<,01）（表11）。

d）そなえ

将来の災害に対して深刻な被官が起こる可能性は低い

と考える人ほど生活復貝度が高い

問４７に関しては、回答者の５評定に対して因子分析

を行い、１因子を抽出、「将来への被害予想」と名づけ

た。因子得点をもって、「将来への被害予想」度とした。

次にそれぞれの尺度の値が０及び+のものを被害の出る

可能性が高い、－のものを被害の出る可能性は低い、と

し生活復興感に与える影響をみた。将来の災害において

人的・物的（家屋・家財）・生活・まち.つながりに対

する大きな被害の出る可能性が低いと考える人ほど、生

活復興感が高いことがわかった（F(1,1201)=21.289,

p<､01）（表11）。

e）こころとからだ

「こころ」「からだ」のストレスが低い人ほど生活復

興蛾が商い

回答者の５段階評定に対して、因子分析を行い、２因

子を抽出した。さらに因子の意味を読み解きやすくする

ために、バリマックス回転をおこなった。

第一因子を「動悸がする」「息切れがする」「頭痛、

頭が痛い」「胸がしめつけられるような痛みがある」

「めまいがする」「のどがかわく」の「からだのストレ

ス度」因子、第二因子を「気持ちが落ち着かない」「寂
しい気持ちになる」「気分が沈む」「次々とよくないこ

とを考える」「集中できない」「何をするのもおっくう

だ」のにころのストレス度」因子と名づけた。そして

因子得点をもってからだ・こころのストレス尺度とした。

からだとごこるのストレス尺度と生活復興感との関連

を見るため、それぞれの尺度の値が０及び+のものを高
ストレス、－のものを低ストレスとし、生活復興感に与

える影響をみた。すると表１５が示すようにこころのス

トレス(F(1,1201)=217.713,ｐ<,01)とからだのストレス

（F(1,1201)=37.497,ｐ<､01）が低ければ低いほど、生

表１１回答者の属性･生活再建課題･回答傾向別

生活復興感平均尺度値

各項目 生活復興感平均値

固生 性別

雛
雄 -0.098幹

0.085

年代
峨
峨
馳

却
⑪
、

0.344

-0.049

-0.125

＊*

鐡
糀認稗
鍵
鞠家屋被害 -0.144

-0.102

0.041

0.130

＊

一補
鱒薑嚇．。

こ口二住み

綴ﾌﾞﾌﾟとい

つながり市民性(自律）

高
低 0.074＊

-0.070

市民性(連帯ワ

高
低 0.142オヰ

ー0.185

地域のｲﾍﾞﾝﾄ参カロたびたび

ほとんどukL、

まち 0.066林

-0.096

まちへの愛着度

高
低 0.163幹

-0.182

伽将来への被害予想穏Ｉ
0.144拝

-0.120

こころとからだ身体的ｽﾄﾚｽ度

高
低 -0.248幹

0.122

糊qUiqｽﾄﾚｽ度

高
低 -0.427幹

0.359

くらしむき収入･支出･ﾃi謝金 黒字

トントン

司痒

噸
翫
価

●
●
●

０
０
，

中*

行is【との 国家観

かかわり

-0071

-0.087

0.070

や＊

》緒回答者の態度社会的望ましさ 0.181斗・仁

も､167

やく０５やわく.0１

活復興感が高いことが明らかになった（表11）。

f）くらしむき

家計が「赤字」の人は、生活復貝感が低い

分析の手続きとしては、収入・預貯金を「増えた」と

した回答には+１点、「変わらない」には０点、「減っ

た」には-1点を与え、支出に関しては「増えた」とした
回答には-1点、「変わらない」には０点、「減った」に

は+１点を与えた。それらを回答者ごとに足し合わせ、＋

の値となったものを「黒字」、Ｏとなったものを「トン

トン」、－の値となったものを「赤字」とした。結果と

して、「黒字」に次いで「トントン」となった人は生活

復興感が高く、逆に「赤字」となった人は、生活復興感

が低かった（F(2,1200)=34.893,ｐ<,01）（表11）。

9）行政とのかかわり

共和主砿的国家観を持つ人ほど生活復貝感が商い

回答に対して、最適尺度法の等質性分析（HONALS）を

行ったところ固有値の値より２次元でその回答傾向を表

すことができることがわかった。回答傾向の近い項目を

２次元上のグラフにプロットした結果が、図４である。

次元１（ｘ軸）を「行政依存一行政フリー」の軸、次元

２（ｙ軸）を「コミュニティ規範低い－コミュニティ規
範高い」の軸と名づけた。第１象限には後見人主義的国
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表１２生活復興感要因の一般線形モデル分析の結果

平 平均平方Ｆ

修正モデル

切片

モデル 4３９．５３１２６

７．５３４１

1６．９０５

７．５３４

2６．０７４＊＊

1１．６１９＊＊

屈性 性別

年代

家屋被害

３．９５４

１６．３２８

０．１４３

６．０９９

２５．１８３

０．２２０

３．９５４

３２．６５５

０．４２８

＊

＊＊

、.ｓ、

２
３

生活再建課題すまい

つながり

永住希望

市民性（自律）

市民性(連帯）

地域のイベント参加

まちへの愛着度

将来への被害予想

身体的ストレス度

精神的ストレス度

収入

支出

預貯金

後見人一自由主義的国家観

共和主義的国家観

０．５２３

６．０８３

１７．４０８

１４．１３９

１１．０６９

６．４２０

６．４１２

２１１．９０４

１２．６２２

２．１７４

５．７０４

０．１２５

２．７９７

０．３３９

３．９４４

１１．２８７

９．１６７

７．１７７

４．１６３

４．１５７

１３７．３８９

２４．５５１

４．２２９

１１．０９４

０．０８１

１．８１３

０．３３９

３．９４４

１１．２８７

９．１６７

７．１７７

４．１６３

４．１５７

１３７．３８９

８．１８４

１．４１０

３．６９８

０．０８１

１．８１３

、.ｓ、

中

中＊

＊＊

＊＊

中

中

＊＊

＊＊

ｎｏｓ．

＊＊

、.ｓ、

、.ｓ、

まち

そなえ

こころとからだ

くらしむき

３
３
３

行政とのかかわり

社会的望ましさ回答者の態度 7．７１９１１．９０５＊＊7．７１９

誤差

総和

修正総和

1１７６

１２０３

１２０２

0．６４８７６２．４６９

１２０２．０００

１２０２.000

Ｒニー.３６６ *ｐ＜,０５＊＊ｐ＜､０１

生活再建課題７要素と調査対象者の属性が生活復興感

に対してどれほどの説明力があり、どのくらい生活復興

感を予測するのかを知るために多変量解析の手法である

一般線形モデル分析を行った。結果は、表１１が示すと

おりである。調査対象者の属性では、「性別」「年代」、

生活再建課題では、「つながり」「まち」「そなえ」

「こころとからだ」、「くらしむき」のうち「収入」

「預貯金」が生活復興感に有意に影響を与えていること

が明らかになった。このモデルが生活復興感に対して

36.6％の説明力を持つことがわかった（表12）。

家観の回答が、第２象限には自由主義的国家観の回答が、

第３．４象限には共和主義的国家観の回答が、それぞれ同

じ回答傾向をもつものとしてプロットされた。

次元１，２のホマルスの値を尺度値として、それぞれ

回答者の回答傾向がどの象限にあるのかを探し、その象

限によって回答者がそれぞれどの国家観を持つのかを決

定した。そして国家観と生活復興感との関連性をみた。

その結果、自由主義的国家観を持つ人が最も生活復興感

が低く、次いで後見人的国家観を持つ人、共和主義的国

家観を持つ人が最も生活復興感が高いことが明らかにな

った（F(2,1200)=4.989,ｐ<､01）（表11）。

h）回答者の本音・たてまえ

因子分析を行った結果、１次元となりこの因子得点を

を「本音一たてまえ」尺度とした。

「本音一たてまえ」尺度と生活復興感との関連を見る

と、たてまえの高い人ほど、生活復興感が高いことがわ

かった。この結果から推察されることは、震災からの生

活復興を成し遂げた人は、被災地社会の中での、なりふ

りをかまう余裕のなかった「本音」の生活から、現在は

社会的望ましさを考慮するといった、ふるまいに余裕を

もてるようになったのだと考える事ができる

（F(1,1201)=37.281,ｐ<､01）（表11）。
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４．生活復興感の規定因としての生活再建７要素

本論では、神戸震災総括・復興検証の「生活再建７要

素モデル」が被災者の生活復興にどんな影響を与えてい

るかを要素ごとに個別に検討してきた。その結果すまい

以外の６要素は生活復興感と有意に関連があった。①自

律と連帯を大事にする人②まちへの参加が高い人③むや

みに災害が引き起こす被害を過大評価しない人④くらし

むきが安定している人⑥市民の積極的な公共的役割を大

切にする人、が生活復興感が高いことが明らかになった。
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「被災者の家計は今も苦しい」

2001年兵庫県生活復興調査から－

田村圭子'、林春男２，立木茂雄3、木村玲欧４

１学生会員社会福祉修京都大学大学院情報学研究科(〒611-001京都府宇治市五ケ圧）

２正会員ＰｈＤ京都大学防災研究所教授（〒611-0011京都府宇治市五ケ庄）

3ＰｈＤ同志社大学文学部社会学科教授（〒602-8580京都府京都市上京区今出川通烏丸東入）

４情報学修京都大学大学院情報学研究科（〒611-001京都府宇治市五ケ圧）

阪神・淡路大震災の被災地に暮らす人々に「2001年兵庫県生活復興調査」を隔年実施の第１回パネル調

査として２００１年１月に実施した（住民台帳からの確率比例抽出（N=3300)、回答数１３８９（42.1%)、有効

回答数1250（37.9%))。本報告では、家計のやりくりに関する項目に注目し、震災がくらしむきに及ぼし

た世帯単位の影響について検討した。家屋被害の程度と家計の状態に強い関連性が見られた。収入・支出

の関係を見ると、①家屋被害が大きくなるほど、収入が減り、支出が増え、預貯金が減り②住居･家具費、

医療費､保険料は家屋被害が大きいほど増える一方だった③一方外食費、レジャー費といった生活のうる

おいにかかわる部分は全世帯で極度に圧縮され④他の支出細目は世帯間のバラツキが目立った。
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1． はじめに

（１）研究の背景と意義

１９９５年１月１７日に阪神・淡路大震災が発生して

から６年目を迎え、被災地は「８割復興」にとどま

っていると言われている’)。しかしマクロ経済統計

を見ると被災地はほぼ震災前の状況に戻ったかに見

える。たとえば、神戸市の経済成長率（実質）から

を見ると、平成６年度（1994）に落ち込んだ経済成

長率は、平成7～8年度（1995～1996）は順調に回復

し、平成９年度年に入ると全国的な不況の影響に加

え、復興需要の沈静化が重なり、回復過程は足踏み

状態となったものの、平成10年度（1998年）には、

ほぼ全国レベルとなっている！)（図-1)。また市民生

活のレベルで考えると、平成６年度の震災で大きく

落ち込んでいた神戸市の市民所得が、１９９５年度～

1997年度は増加傾向にあり、平成１０年度にはほぼ

全国レベルとなっている（図-2)。

本論では、マクロ経済分析から得られる復興の姿

と「８割復興」に代表される人々の復興度感との矛

盾の背景を明らかにするために、世帯単位で被災地

にくらす人々に対して家計調査を行った。その分析

から人々のくらしむきにおける生活復興の状況を明

らかにしようとすることが研究の目的である。

９
５

図－１経済成長率（実質）の推移!）
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２．方法 灘溌ii鰯比べて.お宅の家計簿では･･･

（増えた.変わらない.減った）1）収入

（１）調査の概要

本稿で用いるデータは、京都大学防災研究所が実

施した「2001年生活復興度調査」から得たものであ

る。この調査は被災地にくらす人々の生活復興の実

態を明らかにし、今後の災害対策や復興対策に役立

てる目的で隔年に行われるパネル調査の第一弾とし

て実施された。

１２)支出（期えた.変わらない.減った）
ｉ－－－中一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一口－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

１３)食受（増えた.変わらなし､.減った）

’４)'卜】§鷺一一－－－－－－－（増えた.変わらない.減った）

！５)住居･家具費（増えた.変わらない｡減った）

６).光熱費…………………………（増えた.変わらない.減った）

７)且周雑貨....……….…..…….…（増えた.変わらない.減った）

ｉ８).衣庫費…………………………（増えた.変わらない｡減った）

９)文化･教育費（増えた｡変わらない.減った）

ｉ１ｏ)ま鳫費(冠q瑠際費を含む)＿（増えた｡変わらない｡減った）

’１１)レジャー費（増えた.変わらない.減った）

ｉｌ２)塞通費一一一一一一一一(増えた.変わらない．減った）

１１３)j唇nF鷺－－－－－－－（増えた.変わらない.減った）

１１４)保険料（増えた.変わらない.減った）

’１５)自動車費(ある方のみ）（増えた｡変わらない｡減った）

（２）調査対象者および調査方法

兵庫県南部地震震度７および都市ガス供給停止地

域､および神戸市全域の２０歳以上の住民を住民基本

台帳から3,300名を層化二段無作為抽出法を用いて

抽出した(調査地域内人口2,530,672人の0.13％)。

調査方法は郵送自記入・郵送回収方式、調査期間は

2001年１月１５日調査票発送開始､２月５日に回収を

締め切った。

(増えた.変わらない.減った）16)預貯金

鴬蕊:。
＄｡.●ず．－会

.･ず:;.．:瀞

･･.･･･d殻.

（３）調査フレーム

平成１２年度に実施された神戸市の復興検証事業

で明らかになった､被災者の生活再建の７要素、「す

まい、人と人とのつながり、まち、こころとからだ、

そなえ、行政とのかかわり、くらしむき」５)のそれ

ぞれの復興度を知ることを目的に各再建課題に関し

て質問項目を作成した。本論でとりあげる「くらし

むき」に関しての質問項目では、市井に多く出回っ

ている家計簿の形式を採用し、図－３に示すように

収入・支出・預貯金に関して、震災後家計に生じた

変化を「増えた.変わらない．減った」の３選択肢

で回答させた。また、支出に関してはさらに細かく

「食費､外食費､住居･家具費､光熱費、日用雑貨費、

衣服費､文化･教育費､交際費、レジャー費､交通費、

医療費、保険料、自動車費」の１３費目に細分し、同

じく３選択肢で回答を求めた（図-3）。

■■Ｄ

ＬＣ，－．．．．．－－－口-.．...-...--....-口、－－－－．－．－－．．．．．．．－．．－－．－ｃ－ｃｃ．．．。．．。．――｡．．．．．．..｡.....－一･･････．－．－－.ユ

図一３質問項目（2001年兵庫県生活復興調査）

両;正司E砺辰-頭ｦE１

全壊･全焼

半壊･半焼

一部損壊

被害なし

全壊･全焼

半壊･半焼

一部損壊

被官なし

■■
■■■■

全壊･全焼

半壊･半焼

一部損壊

被官なし

３．調査結果および考察 ０％２０９６４０％６０％８０％１００９６

図－４家屋被害月リ収入・支出・預貯金
（１）調査状況

回収数は1389(回収率42.1%)､有効回収数は1250

（有効回収率37.8%）であった。そこから、調査票

発送時点(2001年１月１５日)で調査票が転送され、

調査対象地域外から回答を得た分（４７票）を除き、

1203票を最終的な分析対象とした。

なお分析対象者の住宅被害程度は、全壊･全焼

195(16.2%)、半壊・半焼231(19.2%)、一部損壊

554(46.1%)、被害なし223(18.5%)であった。なお、

家計の各項目において不明と回答したものは、項目

ごとに分析対象から除外した。

■今は蟻についているが反災前は無蟻口反災前から鷹業に関して同じ状況

目転職･転藁・返厳･廃藁した■（内､■災が原因）

全壊･全焼

半壊･半焼

一部損壊

被害なし

0％２０％４０％６０％８０１６１００％

図－５震災後の職業継続
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（２）調査結果および考察

|ＩＩＥ雲霞
全壊・全焼

半壊・半焼

一部損壊

被害なし

分析の結果､家計と住居被害の間に顕著な関係が見

られた。なお「自動車費」に関しては、全回答者が

自動車を所有するわけでなく、回答数も少なかった

ので、分析の対象から除外した。

a)収入・支出・預貯金

一収入は減り、支出は増え、預貯金は減った

収入・支出・預貯金の３つの費目に関しては、年

齢･性別といった個人属性による系統的な差異は見

られなかったが、建物被害程度、「全壊･全焼、半

壊･半焼、一部損壊、被害なし」の４カテゴリーに

よって回答傾向に大きな差が見られた｡家屋の被害

が大きければ大きいほど､図－４から明らかなよう

に「収入は減り」「支出は増え」「預貯金は減った」

と答えた人の割合が多かった。この結果は被害程度

が大きいほど、震災が原因で転職･転業･退職･廃業

した人の割合が多い傾向にあり、そのため収入が減

り、同時に支出が増え、その差額を預貯金で穴埋め

し､家計のバランスをとっていることを示唆してい

る（図－５）。住宅被害の程度が高い人ほど、くら

しは今も苦しい事が明らかにされた。

０％２０％４０％６０％８０％１００％
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b）支出細目

支出の１２細目を対象としてクラスター分析

（War｡法平方ユークリッド距離)を行ったところ、

支出の細目の中に、図－６に示すような３つのパタ

ーンの存在が明らかになった。

増える一方型“出るものは出る”

－住居･家具費、医療費、保険料_

このタイプは、家屋の被害程度が大きいほど、支

出が増えるタイプであり、被害程度にかかわらず

「減った」と答えた人は少なかった。具体的には、

これらの費目には「住居･家具費」「医療費」「保

険料」が該当した。たとえ収入が減って生活が苦し

くなっても､個人裁量のやりくりでは減らす事ので

きる費目ではなかったことが特徴である。これらは、

住宅の損失に伴って修理・改築の必要性が高まる

「住居･家具費」をはじめ、生活に安心を与えるた

めの経費であり、かつ個人の裁量では支出を減らし

がたいものであった。

やりくり型“少しでも減らす”

－光熱費、交通費、交際費、食費、日用雑貨費、

衣服費、文化･教育費一

やりくり型には､やりくりをしても増えた人が多

いパターン、反対に減らした人が多いパターン、そ

して両者がほぼ拮抗しているパターンの３パターン

にさらに分けることができた。建物被害に応じて支

出増加の人と減らす人がそれぞれ増加しているのが

このタイプの特徴である。やりくりをしても増えた

｜
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人が多いパターンには、「光熱費」「交通費」「交

際費」が該当した。反対に減らした人が多いパター

ンには「文化･教育費」「衣服費」が該当した。両者

がほぼ拮抗しているパターンには「食費」「日用雑
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貨」が該当した。これらの７細目は、収入が減って

生活が苦しくなったとき、個人個人の裁量で少しで

も減らす事が可能な費目である事が特徴である。し

かし、それらの細目の増減にも優先l1IEi位があって、

日常生活にもっとも必要であり、購入程度の最も高

い「食費」「日用雑貨」を中心に人々はその支出の

バランスをとることによって日々の暮らしをやりく

りしていたるという像が浮かび上がってくる。

けずる一方型“やめる、あきらめる”

一外食費、レジャー費一

最後のパターンは、被害程度が高い人ほどその支

出を減らした「けずる一方型」であった。「外食費」

「レジャー費」がこのパターンにあてはまる。これ

らの細目に関しては、収入が減ったとき、これらの

活動を「やめる．あきらめる」人が多かった。これ

らは個々人の生活のなかで、同時に切り詰める事が

容易な費目であったからである。もっともこれらは

生活のうるおいを保つ大切な人間の行動に関する支

出細目であり、これらを減らした人が多い事は、建

物被害の大きさは被災者の生活から余裕を奪う結果

となっている。このことは被災者の暮らしは今も余

裕を欠き、震災からの復興を実感するまでには至っ

ていない状況である事をうかがわせる。

支出12細目の３つの傾向とほかの要因との関連を

見ていくと、男性と女性で傾向に差が見られた。ま

ず女性では、「ふえる一方」型では、全体のグルー

ピングとは差が見られなかったが、「衣服費」に関

して、“少しでも減らす”ことのできるやりくり細

目と考えるより、「外食費」「レジャー費」ととも

に“やめる.あきらめる，,項目と捉えていた。また

男性では「医療費」「保険料」を“出るものはでる，,

項目と捉えるよりは、“少しでも減らす'’ことので

きるやりくり細目と考えている事が明らかになった。

こうした差は、支出費目をやりくりする際の、支出

費目の３つの傾向に対するグルーピングに対する意

識の違いであると考えられる。

た。「ふえる一方型」の「住居･家具費」「医療費」「保

険料」はどんな生活状況であっても“出るものはで

る”ので支出を減らす事ができないものであった。

「けずる一方型｣は｢外食費｣「レジャー費｣であり、

これらは“やめる。あきらめる,,が生活の大前提と

なってしまったものであった。「やりくり型」は「光

熱費」「交通費」「交際費」「食費」「日用雑貨」「文化・

教育費」「衣服費」であり、これらは個人個人の裁量

でやりくりが可能な細目であった。「やりくり型」の

費目はさらに３つに細分された。日常的にまちで費

やす「食費」「日常雑貨」を中心として、増やした人

が減らした人より多かった「光熱費」「交通費」「交

際費｣､減らした人が増やした人より多かった｢文化・

教育費」「衣服費」の３つのパターンに別れた。

被災者と自分を定義づけるひとは、大なり少なり

その住宅に被害を受けた人びとである。住宅の被害

のために建てかえ、引越し、修理などのために“出

るものはでる,,関連の細目の支出が増えた。その支

出を補填するために、個人の私的そなえである預貯

金を切り崩し、個人個人のやりくりで切りつめるだ

け切りつめて、バランスをようやくとることによっ

て、現在の被災者の家計は成り立っている事が明ら

かになった。

やりくりのために生活のうるおいの部分を削って

いる被災者にとっては、いくら収支のバランスがと

れているとはいえ、生活実感としてはくらしむきが

苦しい事には間違いがないといえる｡それを背景に、

心理的に「８割復興」と言わせている状況が存在し

ていると結論づけられる。
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４結論

本論では、マクロ経済の分析からではほぼ震災前

の状態に戻っていると判断される阪神･淡路大震災

の被災地で、マクロ分析からではうかがい知ること

のできない、個々の世帯単位の経済状態を明らかに

するために、家計調査を行い、その復興度を検証し

た。その結果、震災当時と比較して、家屋の被害程

度が大きい人ほど、収入は減り、支出が増え、その

補填のため預貯金を減らしている事がわかった。

支出について１２細目に分けてくわしく検討する

と、その支出細目の傾向には３つあることがわかつ
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Abstract

ThesevenelementmodelofliferecoveryfromtheKobcEarthquakewasfOrmedasaresult
ofgrassrootworkshopsinthcKobeTotal-Quality-Management-basedAssessment・The
sevenelementsincludedhousing，socialties，landuseplanning，physical/mentalhealth，
preparedness,economic/financialsituation,andrelationtogovemment・Thisstudyaimedto
verifytheliferecoverycriticalclementsmodelbyarandomsamplesurveyoftheimpacted
people・Ｔｈｅｓａｍｐｌｅｃｏｎｓｉｓｔｓｏｆｌ,203ａｄｕｌｔｓｏｖｅｒｔｈｅａｇｅｏｆｔｗｅｎｔｙｗｈｏｒｅｓidedinthe
Kobe-Hanshinregionatthetimeofthel995KobeearthquakaMeasureswcredeveloped
fOreachliferecoveryelement，andGeneralLinearModelanalyseswereconductedto
examinetheeffectsofhazard,demographyandliferecovcryelementsfactorsonliferecovery、
Significanthazard-by-demographyinteractioneffectswerefOund，Theleastrecovcred
amongtheyoungagedgroupwerethosewhosehouseswerefUllydamagedandthosewho
engagedinsmallbusinessasproprietors・ＡｓｆＯｒｔｈｅｍｉｄｄｌｃａｇｅｄ,theleastrecoveredwere
l）thosewhosehouseswerehalfdamagedandthosewhoengagedinsmallbusincss(as
proprietorsorsalesclerks)ａｎｄ２)thosewhosehouseswerefUllydamagedandthosewho
wereunemployed・Amongthesevencriticalclementvariables，fOurelementssignificantly
predictedthelevelofliferecovery・ThosefOurincludedsocialties（civic-mindedness，
communityparticipationandfamilysystemfUnctioning),landuseplanning(awarenessof
urbancommonsorasenseofattachmenttoJocル),physical/mentalhealth,ａｎｄeconomic／
financialsituationHousing，prepared､essandrelationtogovcmmentdidnotpredictthe
levclofliferecovery．

Introduction

Thispaperreportsmajorfindingsfromthe2001Kobepanelsurveystudy・Thisisthesecond
timethatthecurrentauthorsconductedthequestionnairesurveyonliferecovcryamongthe

l995Kobccarthquakesurvivors・Theresearchframeofthe2001surveywasbasedpartly
onthefindingsfromthel999disasterprocesssurvey（Tntsuki＆Hayashi,2000).The
researchframebuildingfOrthe2001surveystudywas,however,morestronglyguidedbythe

majorfindingsfromthequalitativeresearchprOjectthatthecurrentauthorsconductedinthe
summerofl999fOllowingthel999survey、Theaimofthisqualitativcstudy(theKobe
TOMassessment)wastoidentifymajorfactorsthatdetermineliferecoveryamongthose
whoexperienceddamageinthel995Kobeearthquake・Thel999summerqualitative
researchidentifiedsevencriticalfactorsthatinfluencelong-termrccovery・Bascdonthe

sevenelementsmodel，thccurrentstudyconstructedscaleｓａｎｄｉtemsthatmeasuredthe

criticalfactorsandittestedtheirempiricalimpactsuponliferecoveryamongthosewho

experienceddamagefromthel995Kobeearthquake．
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Thel999disasterprocesssurvcystudyaimedtoidentifydeteminantsofthechangesof
residenceandlifCreconstructionamongthel995Kobeearthquakevictims，Basedon
findingsfromtheprecedingethnographicresearch(Aono,Tanaka,Hayashi,Shigckawa,and
Miyano,1998;Tanaka,Hayashi,andShigekawa,1999),thequestionnairewasdesignedto
inquireaboutresidencelocation，sourceofhelp，senseofcitizenship，familycohesionand
adaptabilityatthelOth，100th，ａｎｄｌＯＯＯｔｈｈｏｕｒａｓｗｅｌｌａｓａｔｔｈｅｓｉｘｍonthspointafterthe

onsctoftheearthquake・ThesetimepointswerefOundtocorrespondwithcriticalboundarics，
whichsegmentedphasesofthedisastervictims1behavior・Thesurveyquestionnaireswere
administeredinMarchofl999、Thel999surveydatagencrallysupportedthephasesof
disasterrcsponseprocessesamongtheKobeearthquakevictims・Italsoconfirmedthatthc
citizenswhoexperiencedtheearthquakedisasterbecamemorecivic-minded・Theirscores
onselfLgovcmanceandcommunitysolidaritydimensionsshowedastatisticallysignificant
increase・Furthemore，thosewhowerehighoncivic-mindedncssshowedbetterlife
recoveryandfewerphysicalormentalstresssymptoms(Intsuki＆Hayashi,2000)．

TWoresearchrecommcndationsweremadefromthel999study・First，therewasaclear
necdfOrcontinuedresearcheffOrts，Panelsurveysthatincorporatedstandardizedmcasures
andscalesweretherefOrerecommendedinorderto、onitorlong-termliferecoveryprocesses

amongtheresidentsinthestudiedareas、Second，theresearchdesignneededtobe
improvedsothatmorerepresentativesubjectswouldbesampledfOrthefUturestudy．

〆

TPMbaML4SseSS"ze"/q/Ｚ旗此coverWl(/irerI99SKDbeea7Z/t9"αke
TOM(TbtalQualityManagement)-basedassessmentofliferecoveryassistanceprograms
wasconductedfOurandahalfyearsaftertheKobeearthquakefromsummcrofl999to2000・
Theobjectiveoftheassessmentwasl)toextractandsortoutnewpolicymeasuresand
programstｈａｔｎｅｅｄｔｏｂｅｔａｋｃｎ，ａｎｄ２）toprovidemcasurableindiccsthatwould
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Figurel・SevenCriticalElementsfDrEveⅣdayLifeRecovery．
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residentswillbeconstantlyandobjcctivclymonitoredTheuseofTOMtoolsallowedthe
operationalizepolicyobjectivessothatlevelsofliferecoveryamongvariousgroupsofKobc
sortingoutofverbaldatafromKobecitizens,stimulatingcreativityinidentifyingmaJor
constructsthatexplaiｎｒecoveryofeverydaylife,puttingcomplexproblemsofliferecovery
intosolvablefOrm，andensuringthatnothingwasleftoutwhenplanningTheassessment
processinvolvedutilizingthreeofthesevennewqualitycontroltools，namelyaffinity，
relatioMndtrce(KobeCityResearchCommitteconDisastcrRecovery,2000)．

ResidentsfromKobeisallninewardsandthreespecialinterestgroupsprovidedtheir
assessmentconceminglifCrecoveryfromtheearthquakeatagrassrootsworkshopsessions・
Thisyieldedl,623opinioncards・FroInoncperspective，theTOM-bascdassessment
workshopsallowedface-to-facebottom-upcollcctionofopinionsfromimpactedpeople・

Aftcrprovidingopinioncards,workshopparticipantswereaskedtogroupsimilaropinions・
Thisconceptualclusteringprocesshelpedeachparticipantobtainaroughbird1seyeviewof

lifCrecoverytasks・Ｂａｓｃｄｏｎｔｈｉｓｒｏｕｇｈｖｉｅｗ,participantswereencouragedtorc-examine
eachopinioncardismembershipinthecorrespondingcategory・Ｓｏｍｅtimes，opinioncards
werere-groupedandnewcategorieswerefOmed、Fromanotherperspcctive,therefOre,the
TOM-basedassessmentinvolvedtop-downsense-makingofeverydaylife・Onceparticipants
gainedabird1seycview,theythemselveswereabletomakebettersenseofthe11lifeplace1Iin
whichtheywererecoveringtheirlives・TQM-basedassessmentinvolvedbothbottom-up
collectionofpersonalopinionsabouteverydaylifCandtopdownrecognitionofthelifC
recoveryplaceasawhole、Ｔｈcprocesswasreciprocaluntilaworkablealignmcntbetween
cardsandcategorieswasreached・Ｉｎｔｈｅｅｎｄ，sevenmutuallyexclusivccategorieswere
fmnedThosewerehousing，socialties，landuseplanning，physicalandmentalhealth，
preparedness，economicandfinancialsituation，andrclationtogovemmcnt・Thoseseven
categoriesturnedouttobethemostcriticalinasscssingrecoveryofeverydaylifeamong
earthquakesurvivors(seeFigurel)．

Amongthesevencategories，onlyhomesandhumantiescontainedmorethan400opinion
cards、Thissuggestedthathousingandsocｉａｌｔｉｅｓｗｅｒｅｔｈｅｔｗｏｍｏｓｔｃｒｉｔｉｃａｌｆactorswhen

peopleevaluatedrecoveryofeverydaylifefromtheearthquakedisaster(seeFigure2)．
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Thel999KobedisasterprocessstudyquantitativelyvcrifiedthclOth，100th，andlOOOth
hourchangesinhuma、relationshipsintheaftermathofadisaster・Thesamephenomena
werealsoqualitativelycross-validatedbytheKobeTQMassessmentstudy・Figure3shows
thecausalrelationdiagramofsocialrelationshipchangewithinthesocialtieselement・The
fOllowingpointsbecamcevidentinthisdiagram、１）Theamountandqualityofsocial
nctworkdirectlyimpactedthevulnerabilityofpeoplc,２)Thosewhowcreresistanttoand
resilicntfromdisasterdamageutilizcdmultiplcxsocialtics,ｗhilethosewhowerevulnerable
tendedtorelyonasinglenetwork3)Socialticshadchangedaccordingtothcexpectedtime
boundariesoflOth,100th,andLOOOthhours.
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Figure3･Changesin humanrelationshipcausedbytheearthquake．

ThoughsocialtieswerethecriticalfactorfOrindividualrecovery,itwasthemostdifficult
factorfOrgovernmenttointervenc、TheKobeTQMassessmentremarkedthatthe
governmentcountemeasuresagainstthedamage/lossofsocialtieswereconccntratedtothe
InostvulnerablcpopulationwholackedapersonalsocialnetworkandwerefOrcedtoresidein
temporarysheltersandwerelatermovedtoapublicrestorationhousingcomplex．

Thankstotheutilizationofvarioussocialties，themajorityofthepopulationshowed
resistancetoandresiliencefromthcearthquakedamage・Afterrevicwingtheimmediate
disasterprocessthatlastedthefirstl,OOOhours，ｔｈｅearthquakesurvivorscollectively
mentionedthcrenewedsenseofcommunity(''NcwKobem)．Figme4showsthcsub-set
affinitｙｄｉａｇｒａｍｏｆｔｈｅ１１ＮｅｗＫｏｂｅ１Ｉｗｉｔhinthesocialties・TheKobeassessmcntstudy
namedtheserenewedsenseofactivecitizenshipascivilsocietyethosofNewKobeand
concludedthatthisethosisthekeyfOrcommunitybuilding．

○句ｃｃｵﾙeSqMeSmCj1y

Thecurrentstudyhasthreeobjectives・First,toconstructvalidandreliablemeasuresofthe
sevencriticalliferecoveryelcmentsthatcanberepeatedlyusedtomonitorthelong-tem
recoveryofthecitizenswhoexperiencedthel995Kobecarthquakedamages・Second,to
testwhichvariablesorwhatcombinationsofvariablesbestpredicttheleveloflifCrecovery
amongthcimpactedcitizcnsAndthird，toassessthceffectivenessofsomeofthe
govemments1recoveryassistancepolicyinitiativesandtoprovidefUturepolicyimplications．
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Ｔｈｅｓａｍｐｌｅｃｏｎｓｉｓｔｓｏｆｌ,203adultsoverthcageoftwcntywhoresidedintheKobe-Hanshin
regionatthetimeofthel995Kobecarthquakc3,300questionnairesweresentbymailand
l,203withvalidresponscswereretumed(36.5％).originally,itwasintendedthatthesame
respondentsthatparticipatedinthel999survcywereagaintobestudiedinthe2001survey・
However,duetotheconfidentialityrequircmentsmadebytheHyogoPrefecturegovernment

thatpartlysponsoredbothl999and2001survey，itbecameclearthatmailingnew
questionnairestothesamerespondentswouldviolatetheprefecture1sprivacyprotection
policybecauseofthelackofsignedconsentfromthel999surveyparticipants､Forthe2001
survey,therefOre,tennewsubjectswcresampledfromeachofthesame250researchpoints
thatthel999studyuse｡、TheseZ50pointswererandomlyselectedfromtheareainwhich

theshakingintensityofJMA(JapaneseMetrologicalAgency)Scale7wasrecordedand/or
thecitygassupplieswereintelTuptedfOrmorethanthreemonthsaftertheearthquake、In

addition,８０extrapointsinNorthandWestwardsｏｆＫｏｂｃｗｅreincluded・Thosetwowards
weretheonlytwooutofthetotalofnincwardsthatwerenotsurveyedintheprevioussurvey・

Theresidentsinthesenewpointsdidnotcxperienceasdevastatinganearthquakeimpactas

theresidentsintheother250points・However，theyhavealsosufferedfromthesame

degreeofsocio-economicimpactasthatwhichhittheentireKobe-HanshinregionLikethe
other250points,tensubjectswererandomlyselecteｄｆｒｏｍｅａｃｈｏｆｔｈｅｎｅｗ８０ｐｏｉｎｔｓ・
EffOrtswcrealsomadetoensuregendcrbalanceinthesurveyedsamplc、The2001study

targetedmenandwomeｎｏｖｅｒｔｈｃａｇｃｏｆｔｗｅｎｔｙａｓｏpposedtothel999studyうwhich
surveyedheadsofhouscholds、Thiscausedthcsampletobeunequallymale-dominatedin
thel999surveydata・Ｔｈｅｓａｍｐｌｅｄｍｅｎａｎｄｗｏｍａｎｏｖｅｒｔｈｅａｇeoftwentywhoresidcin
theselecteｄ３３０(original250plus80new)survcypointswillberepeatedlyaskedthesame
setofquestionsinJanuaryof2001，Z003and2005・Theresultsfromthispanelsurveywill
beabletoidentifythelong-termlongitudinalprocessesoflifCrecoveryfromthel995Kobc
earthquake・ＴｈｅsurveywasconductedfromJanuaryl5,2001toFebruary5,2001.

msr7""ze"r

TheKobeTQMassessmentproposedsevencriticalfactorsthatdeterminedliferecovery
amongtheKobeearthquakcsurvivors、Scales/itemswcreconstructedtocapturceaｃｈｏｆ
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thesesevenelements・Thesescales/itemsweredesignedasthepredictorvariablesinthe
currentresearchdesignAsfOrthecriterion/dependentvariable,theliferecoveryscalethat
wasfirstconstructedinthel999surveywasagainuscdfOrthecurrentstudy．

L族hcoveryScル．Theliferecoveryscaleconsistsofl4five-pointsLikertscalethatasks
l)therecoveryofdailyactivity，socialrelationship,subjectivewell-being(７items),２)lifC
satisfactionandqualityoflife(6items),and3)optimistic/pessimisticprospcctoflifethatis
oneyearfromnow(litem)．Thescl4itemswereoriginallydcvelopcdinthel999Kobc
surveyandshowedunidimensionalitywithhighreliability（Cronbachisalphawas、91）
(Tatsuki＆Hayashi,2000)．

ｎＨｂｌｅ２・OverviewoftheDredictorandcriterionvariables

Variables/Factors DescriDtion

HousingAcceptance/Satisfactionofthecurrenthousingcondition

SocialTiesSelf-Governance,CommunitySolidarity,Community
ParticipatioLFamilyCohesionandAdaptability

LandUsePlanningAwarenessofUrbanCommons

Physical/MentalHealthPhysicalandMentalstresssymptomchecklist
PreparednessAwareness/PreparednessfOrthenextmajorearthquake

Economic/Financiallncrease/decrcaseinhouseholdincome,expenditure,and

Situationsavings
RelationtoGovernmentPaternalistic,liberal,andcommunitarianviewsof

govemment

LifCRecoveryLifesatisfaction,ＱＯＬ,dailyactivityleveLoptimism
SocialDesirabilitvMMPIliescale

ＨOmi"9．Ｏｎｅｉｔｅｍｗａｓｄｅｓｉｇｎａｔｅｄｔｏａｓｋｔｈｅｒｅspondcnt1swillingnesstosettleatthe
currentresidenceortomovetosomeotherlocation．

Sociaノnes・Thecitizenshipscaleisan8questiondichotomousinstrumcntthatmeasures
self-governanceandcommunitysolidarity・ThisscalewasoriginallydevelopcｄｆＯｒｔｈｅｌ９９９
ｓｔｕｄｙａｎｄｗａｓｂａｓｅｄｏｎｃonceptualclusteringoftheprecedingliteratureoncivilsocietyand
civic-mindcdncss(Tatsuki＆Hayashi,2000)．Thescaleiscontentdimensionswerethen
qualitativelyconfimedbytheKobeTQMassessmentstudywhichsuggestedthat
self-govemanceandcommunitysolidaritywerethetwocrucialethosfOractivecitizenship
andcommunitybuilding・Forthepurposeofthecurrentstudy,８itemswerefUrtherselected
fromtheoriginal20itemcitizenshipscale・Ｉｔｅｍselectionwasbasedonthefacevalidity
analysisoftheoriginalitems、Changeswerealsomadefromtrichotomoustodichotomous
responseoptions、Ancutralanswcroption(''cannotdecidecitherm)wascxcludcdfOrthe
currentstudy・Eachdimensionisbipolar・Ｔｈｅｓｅlf-governancedimensioncontrastsstrong
senseofindividuality/self-control（self-govcmance）withweaksenseofindividuality／
self-control、Thecommunitysolidaritydimensioncontrastscooperation（community
solidarity)withnon-cooperation・Foreachof8items,respondentschoseoneofthebipolar
optionsoneitherdimension．

Fouritemswerepreparedtoaskthelevelofcommunityparticipationinneighborhoodclubs
andassociations(question４０)，andinvolvementsinneighborhoodcventssuchasfCstivals
andneighborhoodsportsday(sub-questionsAtoCinquestion37）．Question40wasa
yes-noitemwhile3sub-qucstionsinquestion37werea3-point(always,sometimes,never）
Likcrtscale．
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ＦＡＣＥＳＫＧＩＶ－１６ｉｓａｌ６－ｉｔｅｍＴｈｕｒｓｔonescale,whichmeasurestheCircumplexmodel1stwo

dimension,familyadaptabilityandcohesion(Olson,Russell,＆Sprenkle,1979;nltsuki，
1999)．Familyadaptabilityisdefinedasafamilysystemisabilitytochangeitspower
structure,rolerelations,andrelationshiprulesinresponsctoasituationalanddevelopmental
stress・Familycohesionistheemotionalbondingthatfamilymembersfeeltoeachother、
Undernormalcircumstances,ｔｈｅCircumplexmodelassumesthatamoderateleveloffamily
adaptabilityandcohesionisoptimal；toomuchortoolittleadaptabilityorcohesionis
consideredtobedysflmctionaLHowever,ｆａｍｉｌｉｅｓａｒｅｋｎｏｗｎｔｏｂｃｃｏｍｅｅｘｔｒｃｍeoncithcr
dimensioninordertoadjusttocrisissituations、EALCESKGIV-16isashorterandcommon
itemversionofFACESKGIV（Tntsuki，1999）andwasconstructedfOrthel999study
(Ttltsuki＆Hayashi,2000)．

Lα"αＵｓｅＰＪα""j"9．TheKobeTQMassessmentconcludedthat11communityfeeling1’

(Maclver,1924)wascloselyassociatedwithandcouldbcpromotedbyasenseofcommunal
oWnershipofthingslikeneighborhoodlandscape,streettreesandflowers,肱o(streetcomer
statueofaBuddhistguardian)anMoA川(streetcornerminishrine),traditionalfestivals，
andlocalhistoryPeopledevelopasenseofattachmenttothelocallandscapeorlandmarks，
historyandcommunaleventsandtheynaturallytendtothinkthatthosesocio-culturalgoods
areownedcommunallyratherthanbyprivateindividualsorbypublic/governmentbodies

(Imura,1999)．TheKobeTQMassessmentnamedthosecommunallyownedgoodsas
1Iurbancommons1Iandindicatcdthatrichlyembeddedurbancommonscanfacilitateactive

citizenshipfOrcommunity-basedlanduseplanningandcommunitydevelopment（Maki，
Hayashi,Tatsuki,＆Tnkashima,2000)．Forthecurrentstudy,l1concreteurbancommons
werelistedandincludedrichgreentrees，neighborhoodparksthathe/shehasasenseof

attachment，favoriteneighborhoodlandscapeorlandmarks，localgatheringspace，local
communityevents，sidewalksuponwhichoncfCelsfreeｔｏｃｈａｔｗｉｔｈｌｏｃａｌｐeople，resident
associationsandvolunteergroups，uniqueenvironmentalatmosphere，earthquakememorial
statues,historicalbuildingsorlocalStories,and肱ｏｓａｎｄ/toﾉﾋoms、Therespondentswere
askedtocheckiftheyhadasenseofcommunalownershiptoanyofthesellitems．

P/1)ﾉsjcα/α"αＭｅ川/ＨＣａ肋．Subjects'judgmentsontheirphysicalandmentalhealthwere
measuredbyphysicalandmentalstressscales・Physicalandpsychologicalstressscale
consistsof6physicaland6psychologicalstressitems・Theywereselectedfromatotalof
lllstresssymptomitemsthatwerepartsofthcl995JapanRedCrossStressStudy(Hayashi，
Nishio,Sugawara,Monma,Kohno,Makishima,Numata,＆Nemoto,1996)．Factoranalysis
withavarimaxrotationofthesel2itcmsintheoriginalJapanRedCrossStudydatashowed
acleartwofactorsimplexstructurewithpsychologicalstrcssonthefirstfactorand

physiologicalstresｓｏｎｔｈｅｓｅｃｏｎｄ・Ｔｈｅｓｅｌ２ｉｔｃｍｓｗｅｒｅａｇａｉｎｕｓｅｄｉｎｔｈｃl999Kobe
surveystudy(Tntsuki＆Hayashi,2000)．Thescaleconsistsofphysicalandmcntalstress
subscales・Thephysicalstresssubscaleisa6item5-pointLikertscaleanditsCronbach1s
alphainthel999studyｗａｓ、88．Mentalstresssubscaleisa6item5-pointLikertscale・
Cronbach1salphainthel999studyｗａｓ９１．

Pr日pα'm7zess、Subjectswereaskedabouttheperceivcdriskofdamagethatmaybecaused

bytheNankai-Tohnankaiearthquakethatisexpectedtooccurinthenextfiftyyears・The6
item5-pointukertscale(leastprobabletohighlyprobable)askedaboutdamagesuchas
personalｉｎｊｕｒｙｏｒｔｈｅｄｃａｔｈｏｆｓｉｇｎificantothers，serioushousingdamage，damagesto
householdincomeandassets,longrecoverytime,widedamagetopublicfacilitieMndmajor

changesincommunityrelations．
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ＥＣＯ"o〃ｃα"αＨ"α"cjα/Ｓ〃〃o"・Accordingtomacroeconomicstatistics,localeconomic
activitieswcresaidtohavereturnedtothepre-earthquakeleveLHowevcr，atamicro
economiclevel,Kobecitizensoftenclaimthatthcirhouseholdfinancialsituationsareatthe

eightypercentofthepre-earthquakeleveLInordertoidentifysubjectiveevaluationof
householdfinancialsituation,respondentswereaskcdtochoosceitherincrease，decreaseor
nochangefOrtheirhouseholdincome,expenditureandsavinglevelsaftertheearthquake．

ReJariMroGolﾉe7""Ze肌Thel999disasterprocessstudyillustratedasignificantincreasein
civic-mindednessamongsomeCitizens、Ａｔｔｈｅｓａｍｅｔｉｍｅ，theKobeTOMassessment

indicatedtheotherpeoplestillInaintainedapatemalisticviewtothegovemmentandtheyfClt
frustratedbecausethｅｇｏｖｅｍｍｅｎｔｄｉｄｎｏｔａｎｄｃｏｕｌｄｎｏtrespondfUllytotheirparticular
needs､Okamoto（1997)classifiedtherelationtogovcmmentintothreetypologies・Those
werepaternalistic,liberalandcommunitarianviewsofthegovemment・Fourtrichotomous
itemswerepreparedtoaskrcspondents1viewsofthegovemmentineitherpatemalistic，
liberal，orcommunitarianorientations・SpecificsituationsaskedincludedhowtoenfOrce
rulestoseparatedifferenttypesofgarbage,howtovitalizecommunityactivities,howtosave
livesatthetimeofmajordisaster,andhowtopromotecommunitydevelopment．

SociaJDesira6jﾉi奴Qucstionnairesurveyisknowntobeaffectedbyresponsebiasessuchas
socialdesirabilityanddefensiveness・Inordertoestimateandstatisticallycontrolthe
responsebias，１０ｙes-nosocialdesirabilityitemswereselectedfromtheMMPIlicscale
(Oguchi,2001)．

伽al1ysis

Thepredictorvariablesinthecurrentstudyincludedearthquakehazard，dcmographic
variablesandidentifiedcriticalelements，TheireffectsonlifCrecoveryscoreswere

examined・Becausesomepredictorswerecategoricalvariablessuchashousedamagc(fUlly，
half,partiaLnodamages)，ｓｅｘ（male，female)，generation（youngadult，middle，old)，
occupation（classifiedintolOcategories)，andhouscholdfinancialsituation（incrcasc，
decrease,nochange),andtheotherpredictorswerescaledvalues(e9.,indicesfOrsocialties，
localcommons,preparcdness,physicalandmentalhealth,relationtogovemment,andsocial
desirability),GeneralLinearModel(GLM)wasusedtoexaminetheirindividualaswellas
interactioneffectsonliferecoveryscores・Separateanalyseswerefirstconductedto
examinetheproportionsofliferecoveryvariance(R2andadjustedR2)thatwereexplainedby
hazard,demographics,hazard-by-dcmographics,criticalclements,andthcintegratedmodcls、

Relativeeffectsizesoftheintegratedmodelcomponcnts(partial刀2)werethenanalyzed．

Results

Lli/i2Recovery

Principalcomponentanalysiswasconductedonl4five-pointlifCrecoveryscaleitems、The
firstsolutionaccountedfOr39.5％ofthetotalvariance・Therewasacleardropofvariance

accountedfOrfromthefirsttothesecondsolution(14.4％),suggestingaunidimensional
structurcCronbach,salphafOrthccurrentstudydataｗａｓ,836.

ＭＤａｅﾉＣＯ"lparjso"s

nble3summarizestheproportionsoflifCrecovcryvarianccthatwereexplaincdbyhazard
(modell)，demographics（modelZ)，hazardanddemographics（model3)，hazard，
dcmographicsandhazard-by-demographicsinteraction(model4),liferecoveryelemcnts
(model5),andtheintegratedmodelthatincorporatedmodels4and5・TWostatisticswere
usedfOrthecomparisonThefirstwasacocfficientofdetennination（squaredmultiple
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correlationR2)．R2bccomesautomaticallylargerwithmoreagreaternumberofpredictors
inthcmodel(R2=1-SSC/SSt)．Inordertocompareexplainedvariancesamongmodelswitha
diffCrentnumberofpredictors，squaredmultiplecorrelationadjustedtothedegreesof
freedomR*2(R薦2=1-ＭSc/MSt)wasalsopresented、Ａｌthoughallthemodelslistedinnble
３showedstatisticallysignificanteffects，thcintegratedmodel6thatincorporatedhazard，
demographics，hazard-by-demographics，andlifCrecoveryeleInentswasfOundtoexplain
aboutnearlyonehalf(４７％)ofthetotalvariance、Thiswasthelargcstvarianceexplained
(bothR2andR掌2)amongallthemodelscompared．

ｎｕｂｌｅ３・ComDarisonsofGeneralLinearModeｌｓｔｏＰ肥dictLifeRecove

ｎＤｅｌｌｌＳＳｄｆＭＳＦｖａｌｕｅＰＲ２Ｒ噸２Model

３３．７０２３．７２７０．０１１０．００９０００７

126.6437.0440.00000660.057

155.9266.3200.0000.0740.062

1041.9722.1７２０．００００．１７１０．０９２

２７１６．２１８２４．９３８00.3640.350

LHouseDamageModel

2､DemographyModel

3・HouseDamageandDemographyModel

4・HouseDamage,Demography＆InteractionModel
5､CriticalElementsAloneModel

１１．１０６

７９．７１３

88.896

205.093

437.873

5６４．６１７１３１４．３１０７．２４２００．４７００４０５6.Inte2ratedModel(Models4＆５

1202.0001203

12020001202

Tbtal

CorrectedTbtal

T/teI7zregrareaMMe/:ＨＺＪｚａｍｌ此"､g叩/1)ﾉα"aCrjricα/Ｅ/e"ze川Deaic〃ｓ
ｎｂｌｅ４ｓｈｏｗｓａｌｉｓｔｏｆｐｒｅｄｉｃｔｏｒｓｔｈatwereincludedinthefinalintegratedmodel，
correspondingtypelllsumofsquarＣｓ(SS),degreesoffreedom(｡f),meansumofsquares
(ＭＳ),FvalueMndpvalucs、Partial6fOrcachcomponentwasalsoaddcdtotheGLM
resultsPartial！(SSb/(SSb＋ＳＳＣ))indicatcsarclativesizeofvariancecxplaincdbyagiven
componentintheGLMequations．

HZJzam，Ｄｅ川g叩蚊α"αHZJza7tﾉｰh)ﾉｰﾙ"mgmp/2ymreracrio"JTheGLManalysis

identifiedthatgenderandgenerationhadsignifica､tmaineffectsonasenseofliferecovery、

AsillustratedinFigure5，womcnwercsignificantlybetterrecoveredthanmen（F1,
,07,=5.294,ｐ<０５)．Figure6comparesmeansoflifCrecovcryscoresamongthreedifferent
gcnerations、YOungadults(thoseintheir20,sand30,s)weresignificantlybetterrecovcred
thanthemiddle(40,ｓａｎｄ50,s)ｏｒｏｌｄａｇｅ(６０ａｎｄover)groups((F2,,07,=16.483,ｐ<､００１)．
OccupationbyitselfdidnotshowanysignificantmaineffectsonlifCrecovery．

Withregardtotheimpactdirectlycausedbyearthquakehazard(Le.,housedamage),the
employedmodelshowedthathousｅｄａｍａｇｃｐｅｒｓｅｄｉｄｎｏｔｈａｖｅａｎｙｓｉｇｎｉficantmaincffects
onascnseofliferecovery・However,ｔｈｉｓｄｏｃｓｎｏｔｍｅａｎｔｈａｔｈｏｕｓｃｄａｍａｇｃｄｉｄｎｏｔｈａｖｅ

ａＵｉｍｐａｃｔ、Ａｓｎｂｌｅ４ｓｈｏｗｓ，significanthazard-by-demographyinteractioneffectswere
fOund・Thepsycho-socialimpactoftheearthquakehazarddifferedsignificantlyamong
differentoccupationsindifferentagegroups(F86,,07,=1.538,ｐ<､０１)．Figures７，８and9
illustratehouse-damage-by-occupation-by-generationinteractiononliferecovery、YOung
adultswerefOundtobebetterrecoveredamongmostoccupationalcategories・Ｈｏｗever

thoseyoungadultswhosehouseｓｗｅｒｅｆＵｌｌｙｄａｍａｇｅｄａｎｄｔｈｏｓｅｗｈｏｗｅreproprietorswere
fOundtobehavingdifficultyrecoveringtheirlives(seeFigure7)．Forthoscwhowerein
their40，sor50's,twogroupswerefOundtobehavingdifficulty(seeFigu肥８)．Onegroup
consistedofthosewhosehouseswercfUllydamagedandthosewhowcrecurrently
unemployed・Theothergroupconsistedofthosewhosehouseswerehalf-damagedand
thosewhowereproprietors、Fortheold(overageof60)whosehouseswerefUlly,half,or
partiallydamaged,thosewhoengagedinclericalorsalesclerkjobsweMhelcastrecovered

3１



(seeFigure9)．

HousedamagehadalsodifferentialimpactsonlifCrecoverybetweenmcｎａｎｄｗｏｍｅｎＡｓ
ｉｓｓｈｏｗｎｉｎＦｉｇｕｒｅｌＯ,alincarrelationbetweenthelevelofhousedamageandliferecovery
wasfOundamongwomen(i､e､,thcmoreseverethedamage,thelessrecovered)．However，
ｔｈｉｓｗａｓｎｏｔｔｈｅｃａｓｅｆＯｒｍｅｎＩｔｗａｓｔｈｅｆＵｌｌｙａｎｄｔｈｅｈａｌｆｄａｍａｇｅｄｔｈａｔｒｅｐortedrather
higherlevelsofrecovery．

Crjricα/Ｅ/e"ze"応

AsfOrthecriticalelementsthatwereidentifiedbytheKobeTQMassessment，all
componentswereenteredintotheGLMmodeLExccpthousingandrelationtogovemment
catcgories，thefiveothercomponcntsturnedouttoshowsignificantmaineffCctsonlife
recovery・ＴｈｅｅｆｆｅｃｔｓｏｆｃｒiticalelementsonliferecoveryaredescribedinthefOllowing
paragraphs．

ＨＤ"８ｍｇ・Ａｓｎｂｌｅ４ｓｈｏｗｓ,Settlcd-nesswhichwasusedasameasurcfOrhousingdidnot
havcsignificanteffect、Ｉｔｔｕｍｅｄｏｕｔｔｈａｔ８５％oftheallrespondentansweredthattheyfelt
beingsettledinthecurrentdwelling・Figumllillustratesaunivariatecomparisonoflife
recoveryscoresbetweenthesettledandtheunsettled・Althoughthedistributionofrecovery
scoresfOrtheunsettledwascenteredaroundthemedianscorewithveryfewoutliers，many

outlierobservationscharacterizedthcrecovcryscoredistributionofthesettled・Becauseof
thishighvariability,itwassuspectcdthatnosignificanthousingeffectwasdetecteddespitc
thefactthataboxandwhiskｅｒｐｌｏｔｆＯｒｔｈｅｕｎｓｅｔｔｌｅｄｓｅｅｍｓｔｏｂｃslightlylowerpositioned
thanthatofthcsettled・Thissuggeststhatthelevelofliferecoverycannotbesingularly

explainedbyahousingelementvariable,whetheronefeelsscttledornot,ｒathermanyothcr
factorsneedtobeconsideredfOrliferecoverysixyearaftertheKobeearthquake．

Sociaノnes・TWoscaleswereusedasmeasuresofsocialties、Dualscaling(Nishisato，

1980）wasusedtoscaleresponseoptionsandscaledscoreswereobtainedfOreachof
civic-mindednessandcommunityparticipationscales．Dualscalingof8items
civic-mindednessscaleyieldcdatwodimensionalstructure，ｉｎｗｈｉｃｈ４ｉｔｅｍｓｗｅｒｅｌｏａｄｅｄ
ｈｉｇｈｏｎｔhefirstdimensionandtheyreflectedcommunitycohesion,ｗｈｉｌｅｔｈｅｏｔｈｅｒ４ｉｔｃｍｓ
ｗｅｒｃｌｏａｄｅｄｈighonthesccondself-governancedimension、Cronbach,ｓａｌｐｈａｆＯｒ４ｉｔｅｍ
ｃｏｍｍｕｎｉｔｙｓolidaritysubscalewas、543ｗｈｉｌｅｔｈａｔｆＯｒｔｈｅｏｔｈｃｒ４ｉｔｅｍｓｅlf-govemance
subscalewas、147．ThccommunityparticipationitemswereDual-scaledandthc3item
scaleprovidedCronbach,ｓａｌｐｈａ､848．Similarly,８itemsfOrcachoffamilyadaptabilityand
cohesionwereDual-scaledandthescaledscoreｓｗｃｒｅｕｓｅｄａｓｍｅａｓｕｒｃｓｆｏｒｆａｍｉｌｙ

ａdaptabilityandcohesionCronbach,salphasfOrfamilyadaptabilityandcohesion
were916and､942,respectively．

AllvariablesdesignatedtosocialtiesshowedsignificanteffectsonlifCrccovery、Those
includcasenseofcivic-mindednessthatconsistsofself-governance（seeFigurel2,Ｆ1,
1071=7.181,ｐ<０１)andcommunitysolidarity(seeFigurel3,Ｆ1,,07,=8.795,ｐ<､０１)aswellas
thedegreeofactualcommunityparticipation（SccFigu１℃14,Ｆ1,,07,=15.435,ｐ<､００１)．
FamilysystemwasalsofOundtofacilitateliferecovery、TheCircumplexmodelofmarital
andfamilysystemsdefinesfamilycohesionandadaptabilityasbeingthetwomajorfactorsto
decidefamilyrelationshipfUnctioning(OlsoLRussell,＆Sprenkle,1979;Tatsuki,1999；
Tatsuki＆Hayashi,２０００)．Thosewhosefamilycohesionwascharacterizedbymoderate
levelsoffamilycohesion(F3,,07,=16.148,ｐ<､001,Figurel5)andfamilyadaptability(F3,
,07,=16.024,ｐ<､００１，Figurel6)reportedhigherleveloflifCrecovery．
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Lα"αＵＤｅＰ/〃"j"9．DualscalinganalysisofllitemsfOｒｕｒｂａｎｃｏｍｍｏｎｓｙｉｅｌｄｃｄａｔｗｏ
ｄｉｍｅｎｓionalstructure,wherethefirstdimensioncontrastc。``no,,ｔｏ“yes，,ａｎｄ``donotknow,,

whiletheseconddimensioncontrasted“yes,,ｔｏ‘`no,，ａｎｄ“ｄｏｎｏｔｋｎｏｗ,,、Thefirst
dimensionwasinterpretedtoreflecｔ“definitiveversusnon-definitive,，attitude,whichwasa
partofresponsebiases、Onthecontrary，thescaledvaluesfOr‘`yes，'，‘`no,’ａｎｄ“ｄｏｎｏｔ
ｋｎｏｗ,，optionsintheseconddimensionappearedinalinearorder・Becauseofthis，the
seconddimensionsolutionwasusｅｄａｓｔｈｅｓｃａｌｅｄｓｃｏｒｃｆＯｒｕｒｂａｎｃｏｍｍｏｎｓ、Cronbach,s

alphafOrurbancommonsscalewas726fOrthecurrentdata．

Onecannotsensearecovcryofeveryｄａｙｌｉｆｅｉｎｎｏｍａｎ,sland・Itwashypothesizedthat
recoveryofeverydaylifewaspartlyattributedtobyanincreasedsenseofstakeholdershipto

localurbancommons・Asenseofstakeholdershipwouldincreasepeople,sinvolvementin

communityaffairsandthuswoulｄｈｅｌｐｉｎｃｒｃａｓｅａｓｅｎｓｅｏｆｎｏｍａｌｃｙｉｎcommunitylife、
GLManalysisresultssupportedthishypothesisandshowedthatthemorｅｏｎｅｗａｓａｗａｒｃｏｆ
ｔｈｅｕｒｂａｎｃｏｍｍｏｎｓ,thebetteronewasrecovered,Ｆ1,,07,=5.905,p<､０５(seeFigurel7)．

P/1ysicα/α"αＭｅ伽ＪＨＣα/Z/t・Subjects'judgmcntsontheirphysicalandmentalhealthwere
measuredbyphysicalandmentalstressscales、６ｉｔｅｍｓｗｅｒｅｕｓｅｄｔｏｍｅａｓｕｒｅｅａｃｈｏｆ

ｐｈysicalandmentalstress・Cronbach,salphasfOrphysicalandmentalstressscales
were894and､943,respectivelyfOrthecurrentdata．

PhysicalstresswasfOundtobeamoderatepredictorofliferecovery,Ｆ1,,07,＝2.854ｐ＜､１０．
ＡｓｓｈｏｗｎｉｎＦｉｇｕｒｅｌ８，thelowerthephysicalstress，thebetteronetendedtosensethe

recoveryofeverydaylife・Mentalstress，ｏｎｔｈｅｏｔｈｅｒｈａｎｄ,wasfOundtobeaverystrong
predictorofliferecoveryFL1o7,=182.764,ｐ<､0001(seeFigurel9)．Thesizeofvariance
accountedfOrbymentalstresswaslargestamongallthepredictors・Theintegratedmodel6
asawholeaccountedfOralittlelessthanahalfofthetotalvariance(!=474),ofwhichthc
mentalstrcssaccountedfOrmorcthan30％(partial1-146)．

P７℃pαだ〃ess・TheKobeTQMasscssmentsuggestedthatasenseofliferccoverywas
accompaniedbytheheightenedsenseofpreparednessfOrfUturedisaster・The2001panel
surveythusaskedthedegreeofdamagesthatrespondentsanticipatedfromthesoon-to-occur
Nankai-Tbhnankaiearthquake・Principalcomponentanalysisofthe6itemsshowedthatthe
firstsolutionaccountedfOr71.2％ofthetotalvarianceandtheonlyfirsteigenvalue(427）
ｗａｓｌａｒｇｅｒｔｈａｎｌ，suggestingaclearunidimensionalstructure・The6itemsscaleprovided
Cronbach,ｓａｌｐｈａ９１８．

Onthecontrarytothehypothesisexpectation,itwasfOundthatthepessimisticexpectation
onthcfUturedisaster(thehighcrexpectationofpcrsonalinjuries,deathofsignificantothers，
seriousdamagesonhousing，incomeandassets，thelongcrrecoverytime，andthewider
damagesonpublicfacilitiesandcommunityrelations）wassignificantlyassociatedwith
lowerlevelofliferecoveryamongthestudiedsubjects(F1,,07,=4657,p<､05,seeFigure20)．

ＥＣＯ"o"zicα"αＦ伽"ciqノＳｉ川rjo"・Subjectswereaskedtocomparebetweenthe
pre-earthquakcandcurrentlevelsofhouseholdincome，expenditureandsavings、Results
showedthatchangesinincomeandsavingsweresignificantprcdictorsofliferecovery
F3,1071＝12.579,ｐ＜・OOO1andF3,1071＝4.383,ｐ＜､01,respectively、Expenditure，ontheother
hand，didnotprcdictlifCrecovcry（F3,,07,=1.491,,.s.)．Figu肥２１showstherelation
betweenhouschoｌｄｉｎｃｏｍｅａｎｄｓａｖｉｎｇｃｈａｎｇｅｓｏｎｏｎｅｈand，andliferecoveryontheother・
Thebetteroffonewasintemsofincomeandsaving,thebctterrecoveryheorshereported．
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Ｒｅ/αrio〃ｔｏＧｏｖｅ７""ze肌４trichotomousitemswereprcparedtoaskrespondcntsiviewsof
thegovernmentineitherpaternalistic,liberal,orcommunitarianorientations・Dualscaling
analysisofthe4itemsrevealeda2dimensionalstructure,wherethefirstsolutioncontrasted
liberalismversuspaternalismandtheseco､dsolutiondifferentiatedcommunitarianisumfrom

theothertwoviews・Cronbach,salphasfOrliberalism-patemalismandcommunitarianism
subscaleｓｗｅｒｅ、362ａｎｄ、345,respectively．Ａｓｎｂｌｅ４ｓｈｏｗｓ，however，neither
liberalism-patemalismorcommunitarianismsubscaleswasasignificantpredictoroflife
recovery．

Sociα/DesjraMiZ)ﾉﾋlOitemssocialdesirabilityscaleshowedthreefactorsolutionswhere
thefirstfactorrepresentedacommonfactorandaccountedfOr20.7％oftotalvariance,while
specificdimensionswereemphasizedinthesecondandthethirdsolutions、Ｔｈｅvariance
accountedfOrfOrthenexｔｔｗｏｓｏｌｕｔｉｏｎｓｗｅｒｅｌ1.4％ａｎｄ１０．２％，respectively・This
rationalizedtocombinealllOitemstoobtaingeneralcommonscorefOrsocialdesirability・
Cronbach,ｓａｌｐｈａｆＯｒａｌｌｌＯｉｔｅｍｓｗａｓＳ３６．

ｎｕｂｌｅ４･LifeRecovervFactorsGeneralLinearModelAnalvsisResults
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Ａｓｎｂｌｅ４ｓｈｏｗｓ，socialdesirabilityeffectwassig､ificantonliferecoveryresponses
(subjects（F1,,07,=12.313,ｐ<､001)．Ｔｈｉｓsuggeststhatstudiedsubjectsresponseswere
significantlyinfluencedbysocialdesirabilitybias、Partialcontributionofsocialdesirability

tothctotalvariance(partial刀2)ｗａｓD1LThismeansthatalthoughaportionoflife
recoveryvarianceswasinfluencedbysocialdesirabilityうｉｔｓｓｉｚｅｗａｓｏｎｌｙ２､４％ofthetotal

variance（刀2=､474）thattheintegratcdmodelasawholeaccountcdfOrintheemployed
mode１６．Inotherwords，９７．６％ofthetotalvariancethatwasaccountcdfOrbythe
integratedmodelwasfreefromsocialdesirability．
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ThisstudygenerallysupportedthevalidityThisstudygenerallysupportedthevalidityofthesevencriticalelementsmodelthatwas

developedinthel999KobeTOMassessment・Figure23comparesthesizesofvariance
(adjustedR2)thatthestudiedgcnerallinearmodelsaccountedfOr、Thisgraphclearlyshows
thatcriticalelcmentsaccountedfOraboutfOurtimeslargervariance(adjustedR2=､364)than
themodelthatincorporatedhazard,demographyandtheirinteraction(adjustedR2=､092)．
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Table5summarizcsmeasuresfOreachliferecoverycriticalelement，anumberofitemsfOr
eachmeasure,itssignificancelcvelasaprcdictorofliferecoveryintheintegratedmodeL
andCronbach，salphas・MeasuresfOrsocialties，ｌａｎｄｕｓｅplanning，physicalandmental

health，andeconomicandfinancialsituationweresignificantprcdictorsofliferecovery・
MeasuresfOrhousing（settled-ness）andrelationtogovemment（liberal-paternalisticand
communitarianviews)didnothavcsignificantcffectonliferecovery．

ThereisareasontoexplainwhyameasurefOrhousingdidnotpredictliferecovery・

AccordingtoMakietal.(2000),thelostamountofhousingunitsductothel995Kobc
carthquakehadalreadybecnrecoveredinthcfirsttwoyears・Ifthepresentstudyhadbeen

conducｔｅｄｉｎｌ９９５ｏｒｌ９９６ｗｈｅｎａｎｅｅｄｆＯｒｈｏｕsingwasfarstronger，ameasurefOr
settled-nessmighthavebeenasignificantpredictorofliferecovery．

ＡｓｆＯｒａｍｅａｓｕｒｅｆＯｒｒｅｌａｔｉｏｎｔｏgovernment，asignificancetcstprobabilityfOｒｅａｃｈof

liberal-paternalisticandcommunitarianviewwassupplemented・Itappearsthatifalpha
levelfOrcommunitarianviewweretobeimprovedbyincreasingnumberofitems,itwould
becomeasignificantpredictor・Ｔhisremains，however,tobeuntesteduntilthescheduled
2003panelsurvey．

PreparednesstotheNankai-TbhnankaiearthquakewasfOundtobcasignificantpredictorbut

thedirectioｎｏｆｉｔｓｉｍｐａｃｔｏｎｌｉｆｃｒｅｃｏｖｅｒｙｗａｓｃontrarytotheoriginaldesignltis
suspcctedthattheemployedscalemeasuredasenseofpessimisticexpcctationofthefUture
disastercausedbytheTohnankaiearthquake，Theresultimpliesthatthosewhowere
pessimisticaboutthefUturedisasterwerelessrecoveredandtheoptimistwerebetter

recovered．InordertocapturethecorecontentdomainfOrpreparedness，amore
behavior-basedmeasureorchecklistmaynecdtobeconstructed．

ｎｂｌｅ５・SummarvofLifeRecovervCriticalElementMeasures
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Theprescntstudyaimedtotestwhatcombinationsofvariablesbestpredictcdthcleveloflife
recoveryamongtheimpactedcitizens・ＡｓｗａｓｓｈｏｗｎｉｎＦｉｇｕｒｅ２３，theintegratedmodel
thatincludehazard,demography,hazard-by-demographyinteractionaswellasliferecovery

criticalelcmentsaccountedfOrthclargesvariance(Rz=､470andadjustcdR2＝､405)．Ina
generallinearmodeldesign，squaredmultiplecorrelation（R2）andsquaredcorrelation
ratio(刀2)areidenticaLThcybothindicateaportionofvariancethatisexplainedbythe
entiremodeLAn刀２ｃａｎbedecomposedintoseveralpartial刀２，s,eachofwhichrepresents
eachgivenpredictor,spartialeffectonthedependentvariable・Bycomparingpartial刀２，s，
therefOre，onecanidentifywhichpredictorsbestexplainedtheliferecoveryvariance・

Figure24clearlyshowsthatInentalstressandgeneration-by-house-dalnage-by-occupation

interactionwerethetwostrongestpredictorswithintheintegratedmodelandthatthey

accountedfOraboutaquarterofthetotalvarianceinliferecoveryoraboutahalfofthc

variancethattheentiremodelaccountedfOr（刀2=､470）．Byadding5morepredictors
(income,generation,familycohesionandadaptabilityandcoInmunityparticipation)tothese
top2prcdictors，about８０％ofthemodclvariancecanbeexplaincdThisresultsuggcsts
that，becauseoftheirrelativelystrongereffectsonliferecovery，itisworthconcentrating

fUrtherpolicyinterventionconcemsandcffOrtsonmentalhealth，hazard-by-demography-
interactionaswellasgeneration,householdincome,andsocialtievariables(familysystem
andcommmityparticipation)．
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Figure24・AComparisonofRelativeVarianceSizeThatwasexplainedbyEach
PredictorinthelntegratedModeL

PC/ic)ﾉﾉ７７１pﾉicatio"s
MentalstresswasthestrongestpredictoroflifCrecovery・Hayashietal.（1996)rcported
thattheelderlyearthquakevictimsreccivcdsupportfOrtheirmentalhealththroughinfOmal
socialsupportnetworkandthatpaidprofessionalswerehardlyusedfOrtheirmentalhealth
needs，Ｔｈｉｓｆｉｎｄｉｎｇｍａｙａｐｐｌｙｎｏｔｏｎｌｙｔｏｔｈeelderlybutalsotoallothergenerations、
Policymcasuresthatstrcngthencverydaysocialtiesarethckcytolowcrmentalstressamong
theimpactedCitizens，Onthisbasis，morepolicyconcernsshouldbepaidtoassistfamily
systemsandtofacilitatemoreactivecommunityparticipation，Programsthatencourage
familyuniｔｓｏｒｐａｒｔｓｏｆｆａｍｉｌｙｕｎｉｔｓｒａｔｈｅｒｔｈanindividualmemberstoparticipatein
communityaffairsmaybethcsuggestedpolicydirection．
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Thcothersocialticsandrelatedvariablesthatneedtobeconsideredarecommunitysolidarity，

selfgovernanceandurbancommons・ThesevariableswerefOundtoincreaseasenseoflife
recovery・Govemment-and-residentpartnershipprogramsshouldbcfUrtherencouragedin
deciding，building，ｍａintaininglocalpublicfacilities・Programstoprovideresourcesin
orｄｅｒｔｏｅｍｂｅｄｍｏｒｅｌｏｃａｌｃｏｍｍｏｎｓｉｎｎｅighborhoodsmayassisttheempowementof
civic-mindedness．

Thehazard-by-demography-interactionandincomewerethesecondandthethirdstrongest
predictorofliferecovery、１)Youngandmiddleagedsmallbusinessownerswhoresidein
thescverelyimpactedarcas,２)themiddleagcdunemployed,ａｎｄ３)theoldagedwhoare
employedinthelocalsmallbusinesswerefOundtobetheleastrecoveredTheseresults
implythattheimpactsofnaturalhazardstolocaleconomyarelongtermbecausetheyoften
changethecustomerbase、Drasticchangesinbusinesspracticeareneededinordertoadapt
tonewlocaleconomicrealities・Directandindirectprogramsaredespcratelyncedcdto
revitalizelocaleconomy・IDcalbusinesssufferingduetonaturalhazardshasbeen
repeatedlyobservedinthenaturalhazardhitareasintheUS(DahlhamerandTiemey,1996；
Alcsch,Holly,MittleMndNagy,2001)．Thelocaleconomyrevitalizationprogramsthat
theUShasemployedinrecentnaturaldisastersmayprovidepossiblcpolicyaltemativesto
iI､provelocalbusinessenvironments．
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